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要 旨 
 

＜概要＞ 

 日本貨物鉄道株式会社の五稜郭駅発宮城野駅行き２１両編成の上り高速貨第２０５０

列車は、平成２４年９月１１日、五稜郭駅を定刻（１７時５６分）より１時間２分

遅れて（１８時５８分）出発した。泉沢駅の上り出発信号機付近で非常ブレーキが掛

かり停止したため、輸送指令の指示により運転士が降車して列車を点検したところ、

９両目貨車と１０両目貨車の間にあるブレーキ管ホースの連結器が外れており、９両

目貨車の後台車全２軸が左側に脱線しているのを発見した。 

 列車には、運転士１名と青森信号場から五稜郭駅まで運転する予定の運転士１名の

２名が乗車していたが負傷はなかった。 

 

 

 



 

＜原因＞ 

 本事故は、列車が半径３００ｍの右曲線を通過した際に、事故現場付近においてコ

キ１０６形式の貨車後台車第１軸の外軌側の輪重が減少し、外軌に乗り上がったこと

により脱線したものと考えられる。 

 外軌側の輪重が減少したことについては、事故現場付近において貨車に発生したと

考えられる大きなロール振動によるものと考えられる。 

 貨車に大きなロール振動が発生したことについては、運転状況、車両及び軌道の状

況は、省令に基づいて定められたＪＲ貨物及びＪＲ北海道の基準等に則った状態であ

ったが、 

 (1) コキ１０６形式の懸架装置の仕様は、積荷が比較的軽量であった場合、コキ

１０４形式と比較して減衰が小さくなり、車体のロール振動が収束しにくいも

のであったこと、 

 (2) 積荷が比較的軽量であり、重心が高い状態であったこと、 

 (3) 事故現場付近における複合変位は、整備対象に近い比較的大きな変位量であ

ったこと、走行速度に対して車体のロール振動の共振が生じやすい波長成分を含

んでいたことが、車体のロール振動の発生を助長させた可能性があること 

から、これらの要因が重畳したことによるものと考えられる。 
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１ 鉄道事故調査の経過 
 

１.１ 鉄道事故の概要 

 日本貨物鉄道株式会社の五稜郭駅発宮城野駅行き２１両編成の上り高速貨第２０５０

列車は、平成２４年９月１１日（火）、五稜郭駅を定刻（１７時５６分）より１時間

２分遅れて（１８時５８分）出発した。泉沢駅の上り出発信号機付近で非常ブレーキ

が掛かり停止したため、輸送指令の指示により運転士が降車して列車を点検したとこ

ろ、９両目貨車（車両は機関車を含めて前から数え、前後左右は列車の進行方向を基

準とする。）と１０両目貨車の間にあるブレーキ管ホースの連結器が外れており、９

両目貨車の後台車全２軸が左側に脱線しているのを発見した。 

 列車には、運転士１名と青森信号場から五稜郭駅まで運転する予定の運転士１名の

２名が乗車していたが、負傷はなかった。 

 

１.２ 鉄道事故調査の概要 

1.2.1 調査組織 

  運輸安全委員会は、平成２４年９月１１日、本事故の調査を担当する主管調査官

ほか２名の鉄道事故調査官を指名した。その後、平成２６年１０月１日に１名、平

成２７年３月１日に１名の鉄道事故調査官を追加指名した。 

  北海道運輸局は、本事故調査の支援のため、職員を事故現場に派遣した。 

  平成２６年１０月８日、本事故の調査に従事する専門委員として、公益財団法人

鉄道総合技術研究所鉄道力学研究部軌道力学研究室長名村明及び茨城大学工学部機

械工学科准教授道辻洋平を任命し、調査すべき分野として名村明に「軌道の数値解

析を用いた分析」を、道辻洋平に「車両運動の数値解析を用いた分析」を指定した。 

  さらに追加調査のため、委員、専門委員及び鉄道事故調査官を事故現場等に派遣

した。 

  また、本事故に関し、国立大学法人茨城大学に「日本貨物鉄道株式会社江差線 

列車脱線事故に係る貨物列車の数値シミュレーションに関する研究」を委託した*1。 

 

1.2.2 調査の実施時期 

  平成２４年９月１１日及び１２日   現場調査 

平成２４年９月１２日及び１３日   口述聴取及び車両調査 

平成２４年１１月１日        車両調査 

                         
*1
  茨城大学：日本貨物鉄道株式会社江差線列車脱線事故に係る貨物列車の運動シミュレーションに関する研究

報告書、2015.10 
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平成２６年１０月６日 

～平成２７年１０月３０日   委託研究 

平成２６年１０月１６日       車両調査 

平成２６年１１月２１日～２３日   走行試験及び車両調査 

平成２７年 ２ 月２６日～２８日   走行試験 

平成２７年 ７ 月１６日       車両調査 

 

1.2.3 原因関係者からの意見聴取 

  原因関係者から意見聴取を行った。 

 

 

２ 事実情報 
 

２.１ 運行の経過 

2.1.1 運転士の口述 

  事故に至るまでの経過は、日本貨物鉄道株式会社（以下「ＪＲ貨物」という。）の

上り高速貨第２０５０列車（以下「本件列車」という。）の運転士（以下「運転士

Ａ」という。）及び本件列車に便乗していた運転士（以下「運転士Ｂ」という。）の

口述によれば、概略次のとおりであった。 

(1) 運転士Ａ 

     事故当日は、運転士Ｂ（運転士Ｂは、本件列車に便乗して青森信号場から

下りの貨物列車に乗務予定）と２人で五稜郭駅から青森信号場へ向かう勤務

であった。 

     五稜郭駅の出発は、通常のダイヤ（定刻１７時５６分）より１時間遅れの

１８時５６分であった。本件列車の通常ダイヤでは、脱線して停止した箇所

までに矢不来
や ふ ら い

信号場、茂辺地
も へ じ

駅、泉沢駅の３箇所でそれぞれ停車する予定と

なっていたが、当日は遅れを取り戻すため木古内駅まで停車しない運行に変

更となっていた。 

     釜谷駅（五稜郭駅起点２７ｋ４６０ｍ、以下「五稜郭駅起点」は省略。）を

通過したあと、速度約７０km/h から、半径３００ｍの曲線の制限速度である

６０km/h に落とすためにブレーキを扱い、速度を約５８km/h（曲線に入る前

に確認）とした。この速度を保つため５ノッチか６ノッチにして力行運転で

この曲線を通過した。通過時に異常な振動などは感じず、曲線を通過した後、

亀川道路踏切道（２９ｋ６６２ｍ）の手前で惰行運転に切り換えて走行し、

泉沢駅（３０ｋ５７０ｍ）進入前に再度力行運転に切り換えて速度約５８km/h
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を保ちつつ、第１ホームの辺りで惰行運転に切り換えた。 

     泉沢駅の上り出発信号機の内方に入った後に、急にＢＰ圧*2が下がり、非

常ブレーキが掛かった。このとき、ＢＰ圧の指示針の下がり方がゆっくりだ

ったので、貨車の方でブレーキ管ホースが外れたのかなと思った。非常ブレ

ーキが掛かってすぐにＴＥ装置*3のスイッチと防護無線のスイッチを押した。

その後、北海道旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ北海道」という。）の輸送指令

（以下「指令」という。）に非常ブレーキが掛かり停車したことを連絡した。 

     指令から、ＴＥ装置と防護無線の復位、パンタグラフの上昇及びエアーを

込める指示を受け、ＴＥ装置と防護無線を復位した後、貨車にエアーを込め

る操作を行ったが、エアーを込めることができなかった。改めて指令に指示

を仰いだところ、転動防止措置をしてから車両調査するようにとの指示を受

けたので、運転士Ｂと２人で本件列車の左右に分かれて、貨車のブレーキ管

ホースを中心に調査を始めた。 

     調査していると、９両目の貨車（以下「本件貨車」という。）付近でエアー

が漏れる音が聞こえたので、運転士Ｂと共に本件貨車と１０両目に付いてい

るブレーキコックを閉めて漏気を止めた。その際に、本件貨車の台車の位置

がずれていることに気付いた。確認したところ、本件貨車と１０両目貨車の

間にあるブレーキ管ホースの連結器が外れていることと、本件貨車の後台車

全２軸が左側に脱線していることを発見したので、持っていた無線機で脱線

していることを指令に連絡した。さらに指令から本件列車の最後尾まで確認

するよう指示を受けたので、引き続き貨車の確認を行い、ほかに脱線してい

る箇所がないこと及び貨車が全て連結されていることを報告した。 

     貨車の確認を行っているときに、本件列車の先頭側からＪＲ北海道の保線

担当と思われる人達が来た。 

     なお、本件列車が停車するまでの間、本件列車の異常や脱線に気付かなか

った。 

(2) 運転士Ｂ 

     事故当日は本件列車に便乗して青森信号場まで行き、青森信号場から五稜

郭駅までの下りの貨物列車に乗務予定だったことから、本件列車の出発時か

ら運転席の右側にある助手席に座っていた。 

                         
*2
  「ＢＰ圧」とは、ブレーキの強さを指令する空気配管（ＢＰ（brake pipe））の空気圧をいい、通常は４９０kPaの

一定圧力に保たれ、ブレーキ管を減圧するとブレーキが掛かり、増圧するとブレーキが緩む。 
*3
  「ＴＥ装置」とは、one Touch operative Emergency device の略称で、ワンタッチのスイッチを押すことに

より気笛吹鳴、砂撒
ま

き、非常ブレーキ、力行しゃ断、パンタグラフ降下、機関停止、車両用信号炎管点火、防

護無線発報などを同時に行う装置で、緊急列車防護装置のことをいう。 
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     本件列車の出発時から停車するまでの間、本件列車や運転操作に異常は感

じなかった。 

     泉沢駅の出発信号機を過ぎた辺りで非常ブレーキが掛かり、ＡＴＳによる非

常ブレーキが掛かる場所ではないのでブレーキ管ホースが外れたと思った。 

     本件列車が停止後に、運転士Ａと運転台の各種ランプ及び表示灯の確認を

した後で、指令の指示により車両の確認をした。 

     調査していると、エアーの漏れる大きな音が聞こえた。本件貨車と１０両

目貨車の間のブレーキ管ホースの連結器が外れていたので、運転士Ａと共に

本件貨車と１０両目貨車のブレーキコックを閉めたときに、本件貨車が脱線

していることを発見した。また、外れていたブレーキ管ホースの連結器部分

は白っぽく汚れていた。なお、貨車の最後尾まで点検をしたが、このときに

脱線痕の確認はしていない。 

 

2.1.2 運転状況記録装置に関する情報 

  本件列車の機関車には、時刻、速度、力行ノッチの操作状況及びＢＰ圧の状況等

を、０.２秒ごとに記録することができる運転状況記録装置が設置されている。 

  同装置の記録によれば、本事故発生前後の運転状況は概略表１のとおりであった。

時刻については、記録時刻から実際の時刻に補正を行った。 

  なお、3.1.2 に後述するように、本事故の発生時刻は１９時２６分ごろであった。 

 

表１ 本事故発生前後の運転状況 

時 刻 
速度 

(km/h) 

力行 

ノッチ 

BP圧力 

(kPa) 
機関車や本件貨車の位置等 

19時26分07秒1 59 切り 490 機関車が28ｋ773ｍで曲線進入 

19時26分11秒3 61 6ﾉｯﾁ 490 機関車が28ｋ843ｍで円曲線進入 

19時26分27秒3 60 6ﾉｯﾁ 495 機関車が29ｋ110ｍで円曲線進出 

19時26分31秒5 60 切り 495 機関車が29ｋ180ｍで曲線進出 

19時26分33秒5 59 切り 495 

機関車が29ｋ210ｍ付近を走行 

脱線した後台車は円曲線中の29ｋ

032ｍ付近を走行 

19時28分10秒1 58 切り 500 

機関車が泉沢駅構内の30ｋ710ｍ

付近を走行 

脱線した後台車は30ｋ522ｍ付近 

(第１ホーム端部)を走行 



 

 

- 5 -

19時28分45秒7 53 切り 494 

ＢＰ圧降下 

機関車が31ｋ247ｍ付近を走行 

脱線した後台車は31ｋ062ｍ付近

(16号分岐器ポイント部付近)を走

行し、9両目と10両目の連結器は

31ｋ059ｍ付近を走行 

19時28分46秒3 52 5ﾉｯﾁ 461 

ＢＣ圧上昇 

機関車が31ｋ256ｍ付近を走行 

脱線した後台車は31ｋ071ｍ付近

(14号ﾛ分岐器リード部付近)を走行 

19時28分53秒9 27 切り 345 ＴＥ装置のスイッチ押下 

19時29分00秒1 0 切り 4 機関車が31ｋ368ｍに停止 

（付図１ 江差線路線図、付図２ 事故現場付近の地形図、付図３ 事故現場～泉沢

駅略図、付図４ 事故現場略図、付図５ 貨車からの落失物位置略図、付図６ 泉

沢駅構内損傷箇所略図 参照） 

 

２.２ 人の死亡、行方不明及び負傷 

なし。 

 

２.３ 鉄道施設及び車両等に関する情報 

2.3.1 事故現場等に関する情報 

(1) 本件列車は、先頭（機関車）が泉沢駅～札苅
さつかり

駅間の３１ｋ３６８ｍ付近に

停止しており、最後尾は泉沢駅上り本線の３０ｋ９３５ｍ付近に停止していた。 

(2) 本件貨車は、泉沢駅構内の３１ｋ１８３ｍ付近に後台車の中心が停止して

おり、第１軸が約５３０mm、第２軸が約５２０mmそれぞれレールの左側に脱

線していた。 

(3) 釜谷駅～泉沢駅間の右曲線（半径３００ｍ）内の２９ｋ０２９ｍ付近から

２９ｋ０３２ｍ付近までには、左レール（外軌）上に軌間内側から外側へと

斜めに横切る車輪によるものと見られる痕跡があった。また、２９ｋ０３２ｍ

付近には、右レール（内軌）のゲージコーナー*4に車輪によるものと見られ

る痕跡があった。 

(4) ２９ｋ０３２ｍ付近から泉沢駅構内にかけて左レール軌間外側及び右レール

                         
*4
  「ゲージコーナー」とは、敷設されたレール頭部の軌間内側で、車輪のフランジと接触する部分のことをい

う。 
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軌間内側のまくらぎ及びレール締結装置に、車輪によるものと見られる痕跡

が続いていた。 

(5) 泉沢駅構内の本件列車の進路上の分岐器（通過順に、１１号イ、１２号イ、

１６号、１４号ロ及び１４号イ）には、車輪によるものと見られる打痕及び

線状の痕跡があった。 

(6) 事故当日、本件列車が事故現場を通過する前の１時間に、本件列車と同じ

方向に走行する上り貨物列車２本及び特急列車１本並びに上下各１本の普通列

車がそれぞれ事故現場付近を走行した。直近の列車は本事故発生の約１１分

前の下り普通列車及び約２７分前の上り貨物列車である。なお、ＪＲ北海道

及びＪＲ貨物によると各列車の運転士から事故現場付近に関する異常の報告

はなかったとのことであった。 

(7) 事故現場の曲線では、平成２４年４月２６日にＪＲ貨物の広島貨物ターミ

ナル駅発札幌貨物ターミナル駅行き２０両編成の高速貨第３０６１列車が 

２９ｋ０２７ｍ付近で脱線する事故*5が発生した。 

（付図１ 江差線路線図、付図２ 事故現場付近の地形図、付図３ 事故現場～泉沢

駅略図、付図４ 事故現場略図、付図５ 貨車からの落失物位置略図、付図７ 本

件貨車の積荷の状況と車体の損傷状況 参照） 

 

2.3.2 鉄道施設に関する情報 

2.3.2.1 路線の概要 

  ＪＲ北海道の江差線五稜郭駅～江差駅間は延長７９.９㎞、軌間１,０６７mmの単

線の路線であり、このうち、五稜郭駅～木古内駅間（延長３７.８km）は交流

２０,０００Ｖの電化区間である。なお、ＪＲ貨物は、第二種鉄道事業者*6として、

江差線五稜郭駅～木古内駅間において貨物列車の運行を行っている。また、同区間

は、貨物列車の通過トン数が他の線区と比較して多くなっている。 

  江差線の五稜郭駅～木古内駅間の地形は、おおむね渡島半島の津軽海峡に面した

海岸線に沿って敷設されていることから曲線が多く、釜谷駅～泉沢駅間においても

津軽海峡に張り出したサラキ岬の海岸段丘の最下層の崖下に沿って敷設されている。 

  また、江差線五稜郭駅～木古内駅間は青函トンネルを通る海峡線（中小国
なかおぐに

駅～木

古内駅間、延長８７.８㎞）の開業（昭和６３年３月１３日）に合わせて、列車の

最高運転速度が向上するとともに、新たに特急列車や貨物列車の幹線ルートとなった。

                         
*5
  運輸安全委員会：鉄道事故調査報告書ＲＡ２０１４－７、日本貨物鉄道株式会社 江差線 泉沢駅～釜谷駅間

列車脱線事故、平成２６年７月２５日公表 
*6
  「第二種鉄道事業者」とは、自らが敷設する鉄道線路以外の鉄道線路を使用して鉄道による旅客又は貨物の

運送を行う事業者をいう。 
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これに合わせて、同区間の軌道や橋りょう等が強化されるとともに、小規模な軌道

線形の改良が行われたが、本事故発生当時、半径３５０ｍ以下の曲線は、同区間の約

２０％を占めていた。 

  なお、木古内駅～江差駅間（延長４２.１㎞）は、平成２６年５月１２日に廃止

された。 

 （付図１ 江差線路線図、付図２ 事故現場付近の地形図 参照） 

 

2.3.2.2 線路に関する情報 

(1) 事故現場付近の軌道は、５０㎏Ｎレール（レール高さ１５３mm）及びＰＣ

まくらぎが使用されたバラスト軌道（道床厚２５０mm以上）である。 

(2) 事故現場付近の線路は、２８ｋ７７３ｍから２９ｋ１８０ｍまでが半径 

３００ｍの右曲線（以下「本件曲線」という。）である。このうち、２８ｋ

８４３ｍから２９ｋ１１０ｍまでが円曲線であり、その前後のそれぞれ７０ｍ

は緩和曲線である。本件曲線のカントは１００mmに、スラックは１０mmに設

定されており、いずれも緩和曲線全長で逓減される。 

(3) 本件曲線付近の本件列車の進行方向を基準とした線路の勾配は、２８ｋ 

１４５ｍから２８ｋ７５６ｍまでが上り２.０‰、２８ｋ７５６ｍから２９ｋ

０８０ｍまでが下り０.５‰、２９ｋ０８０ｍから２９ｋ４６９ｍまでが下

り１.２‰である。 

(4) 本件曲線から本件列車が停止した位置までの間には、亀川道路踏切道 

（第１種踏切道：２９ｋ６６２ｍ）、泉沢踏切道（第４種踏切道：３０ｋ  

１５５ｍ）、二ノ岱
に の た い

道路踏切道（第１種踏切道：３０ｋ７７６ｍ）、橋呉
はしくれ

道路

踏切道（第１種踏切道：３１ｋ３０８ｍ）の４箇所の踏切道がある。 

(5) 泉沢駅構内には分岐器が１０箇所設置されており、このうち本件列車の 

進路上の分岐器は、五稜郭駅方に５０㎏Ｎレール用１６番両開き分岐器 

（１１号イ分岐器、３０ｋ３６５ｍ～３０ｋ４０２ｍ）及び５０㎏Ｎレール用

１２番片開き分岐器（１２号イ分岐器、３０ｋ４４６ｍ～３０ｋ４７６ｍ）の

２基が、木古内駅方に５０㎏Ｎレール用１２番片開き分岐器（１６号分岐器、

３１ｋ０３６ｍ～３１ｋ０６６ｍ）、５０㎏Ｎレール用８番乗越分岐器  

（１４号ロ分岐器、３１ｋ０６６ｍ～３１ｋ０９１ｍ）及び５０㎏Ｎレール用

１６番両開き分岐器（１４号イ分岐器、３１ｋ１０９ｍ～３１ｋ１４６ｍ）の

３基が、それぞれ設置されている。 

     各分岐器の軌道構造は、５０kgＮレールを締結装置（タイプレート）で分

岐器用木まくらぎに固定しており、道床はバラスト道床となっている。 

(6) 泉沢駅にはプラットホームが２面設置されており、本件列車の進路には 
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第１ホームが左側に設置されている。第１ホームの構造は、線路に沿った部

分は鉄骨の上に、コンクリート板の床板を並べ、その上をアスファルト舗装

した桁式構造となっており、桁式構造の奥側は盛土式構造となっている。第

１ホームの寸法は、長さ９０ｍ（３０ｋ５２２ｍから３０ｋ６１２ｍ）、幅

２ｍ、レール面からのプラットホームの高さ０.９２ｍ、桁の厚さ９cm（コ

ンクリート板６cm、アスファルト合材３cm）である。 

     第１ホームの五稜郭駅方端部付近の３０ｋ４７６ｍから３０ｋ５４０ｍま

では半径１,４００ｍの右曲線があり、五稜郭駅方端部（３０ｋ５２２ｍ）

におけるホーム縁端と軌道中心の離れは１,５２９mm である。なお、第１ホ

ームがある区間には勾配はついていない。 

(7) 事故現場付近では、事故の前夜及び当日に軌道に関係する作業、工事は行

われていなかった。 

（付図３ 事故現場～泉沢駅略図、付図４ 事故現場略図 参照） 

 

2.3.2.3 軌道状態検査に関する情報 

  「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」（平成１３年国土交通省令第１５１

号）の実施に関する基準として、同省令に基づき、‘ＪＲ北海道が北海道運輸局長

に届け出ている線路技術心得（実施基準）’（以下「線路実施基準」という。）では、

軌道状態検査として軌道変位検査及び列車動揺検査を実施することとされている。 

 

2.3.2.4 軌道変位検査に関する情報 

  軌道変位検査は、軌間変位、水準変位＊7、高低変位、通り変位＊8及び５ｍ平面性

変位*9を検査することとされ、これらの軌道変位が線路実施基準に定められた一般

軌道の整備基準値（以下「整備基準値」という。）に達した場合、早急に整備を  

行うこととされており、その整備基準値は表２のとおりである。 

  事故現場を含む江差線五稜郭駅～木古内駅間は、線路実施基準において２級線に

                         
*7
  「水準変位」とは、左右レールの高さの差である「水準」に関する変位で、カントがない場合は水準そのも

のの値を用い、カントがある場合は水準測定値からカントを減じた量をいう。高速軌道検測車等により連続し

て測定されたデータの場合には、移動平均法等により基準となる線形を算出し、これと水準測定値との差を水

準変位として軌道変位の評価に用いている。 
*8
  「通り変位」とは、レール長さ方向の左右の変位で、一般に１０ｍ弦正矢の値で表され、曲線部では曲線半

径に応じた正矢を差し引いた値をいう。高速軌道検測車等により連続して測定されたデータの場合には、移動

平均法等により基準となる線形を算出し、これと測定された通り測定値との差を通り変位として軌道変位の評

価に用いている。 
*9
  ここでいう「平面性変位」とは、レールの長さ方向の２点間の水準の差をいい、平面に対する軌道のねじれ

状態を表す。２点間の距離が５ｍであれば、５ｍ平面性変位という。なお、本文中では右前方が下がる向きに

ねじれている場合の平面性変位を正の値としている。 
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区分され、ＪＲ北海道の社内規程である線路検査規程において、２級線は１年間に 

４回検査を行うこととされている。 
 

表２ 整備基準値         （単位：mm） 

軌道変位の種類 整備基準値 

軌 間 

・直線及び半径６００ｍを越える曲線  ２０（１４） 

・半径２００ｍ以上６００ｍまでの曲線 ２５（１９） 

・半径２００ｍ未満の曲線       ２０（１４） 

水 準 平面性に基づき整備を行う。 

高 低 ２５（１７） 

通 り ２５（１７） 

５ｍ平面性 ２３（１８）（カントの逓減量を含む） 

※ 数値は、高速軌道検測車による動的値を示す。ただし、かっこ内の数値は、静的値を示す。 

※ 平面性は、５ｍ当りの水準変化量を示す。 

※ 曲線部におけるスラック、カント及び正矢量（縦曲線を含む。）は含まない。 
 

また、線路検査規程と同じくＪＲ北海道の社内規程である軌道整備規程において、

貨物列車が運行される区間については複合変位*10を管理することとされ、複合変位

は表３に示す種別により整備することとされている。なお、変位量は絶対値で管理

している。 
 

表３ 整備対象となる複合変位 

複合変位の種別 
変位の 

対象延長 

対象の変位及び箇所数 

変 位 量 変位の箇所数 

第 Ⅰ 種 ８０ｍ １８mm ４ 箇 所 

第 Ⅱ 種 ６０ｍ ２１mm ３ 箇 所 

第 Ⅲ 種 ３０ｍ ２５mm ２ 箇 所 

第 Ⅳ 種 －－－ ３５mm １ 箇 所 

備考 (ア) 高速軌道検測車の測定記録の複合変位が上の表の値以上になったものを 

対象とする。 

   (イ) 最高速度４５km/h以下の線区は除く。 

   (ウ) 貨物列車運転線区の一般軌道に適用される。 

   (エ) 複合変位の箇所は、両側レールを対象とすることとし、左右レールの 

複合変位が１０ｍ以上離れている場合は別個の変位とする。   

                         
*10

 「複合変位」とは、軌道変位の管理指標の一つであり、通り変位の生じている向きに軌道面が傾くような  

水準変位が生じた場合に複合変位の絶対値が大きくなるように、通り変位に水準変位の１.５倍を減じるか又は

加えたものである。複合変位が大きくなると、貨車のローリングや蛇行動が生じやすくなる。（参考図２ 複合

変位について 参照） 
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第Ⅰ種は８０ｍの対象延長の中に変位量が１８mm以上の箇所が４箇所以上あれば

補修が必要になる。また、第Ⅳ種は対象延長がないことから１箇所でも３５mm以上

であれば補修が必要になる。 

  事故現場付近における本事故発生前の軌道については、2.3.1(7)に記述した平成

２４年４月２６日の事故後に軌道整備が行われ、同年６月１２日及び同年８月２４日

に軌道変位検査が軌道検測車により実施された。検査結果は、表２に示す軌間変位、

水準変位、高低変位、通り変位及び５ｍ平面性変位についてはいずれも整備基準値

内であり、表３に示す複合変位は第Ⅰ種～第Ⅳ種のいずれも、整備する対象の変位量

及び箇所数に該当するものはなかった。本事故前直近の同年８月２４日に実施され

た検査結果の状況は、次のとおりであった。なお、軌道検測車による軌道変位の測

定間隔は０.２５ｍである。 

(1) 軌間変位、水準変位、高低変位、通り変位及び５ｍ平面性変位は、いずれ

も整備基準値内であった。事故現場付近におけるそれぞれの変位の最大値は、

軌間変位は２９ｋ０２８.５０ｍで１３.９mm、高低変位は２９ｋ０３７.５０ｍ

（右レール）で－１４.３mm（凹形の変位）、通り変位は２９ｋ０３７.５０ｍ

（左レール）で－１５．８mm（曲線内側への変位）、５ｍ平面性変位は２９ｋ

０４３.００ｍで１３.９mmであり、水準変位は２９ｋ０３７.７５ｍで９.４mm

であった。なお、レール上の痕跡の始点より手前の軌道における水準測定値は、

2.3.2.2(2)に記述した設定されたカント量と比較して１０mm程度大きくなっ

ていた。 

(2) 水準変位の測定値から、本件貨車の軸距に近い２ｍ平面性変位及び本件貨

車の台車中心間距離に近い１４ｍ平面性変位を求めたところ、２ｍ平面性変

位の最大値は２９ｋ０２８.００ｍで８.６mm、１４ｍ平面性変位の最大値は

２９ｋ０２８.５０ｍで８.９mmであり、特に大きなものはなかった。 

(3) 複合変位は、表３に示す第Ⅰ種から第Ⅳ種までのいずれについても、整備

する対象の変位量及び箇所数に該当するものはなかった。ただし、事故現場

付近において、２９ｋ０３７.５０ｍに１箇所であるが第Ⅲ種複合変位（２５mm

以上の変位が３０ｍ間に２箇所）の整備対象となる変位量である２５mmを超

える２９.８mmの変位があり、さらに、レール上の痕跡の始点付近から手前

２０ｍの範囲内に１６.０～１７.８mmの第Ⅰ種複合変位（１８mm以上の変位

が８０ｍ間に４箇所）の整備対象となる変位量に近い比較的大きな複合変位

が存在した。 

また、本事故後に、可搬式軌道変位計測装置により軌道変位の測定が行われてい

るが、おおむね同様の傾向であった。なお、当委員会では、ＪＲ北海道から提出を

受けたこれらの軌道変位データについては、軌道検測車による軌道検測波形との照
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合を行った上で、調査に用いた。 

（付図１０ 事故現場付近の軌道変位の状況、参考図２ 複合変位について 参照） 

 

2.3.2.5 列車動揺検査に関する情報 

  列車動揺検査は、旅客列車の列車動揺の状態について検査することとされ、この

列車動揺がＪＲ北海道の社内規程である軌道整備規程に定められた整備値以上の場

合には、軌道変位が整備基準値に達した場合と同様の措置を採ることとされている。

また、線路検査規程で高速線区に区分される江差線は、１年間に４回検査を行う 

こととされている。 

  列車動揺の整備値は、軌道整備規程において表４のとおりである。ＪＲ北海道では、

列車動揺検査の測定値が整備値を超過すると乗心地が悪くなることから、整備値よ

りも小さな値の目標値を設定し、この値で軌道整備を行うことに努めている。 

 

表４ 列車動揺の整備値 

動揺種別 

測定車種 
上下動 左右動 

高性能優等列車 
全振幅 2.4m/s2 

(2.0m/s2) 

全振幅 2.4m/s2 

(2.0m/s2) 

その他の旅客列車 
全振幅 3.6m/s2 

(3.0m/s2) 

全振幅 3.6m/s2 

(3.0m/s2) 

  備考 (ア) 「高性能優等列車」とは、高性能車両（バネ下軸重２トン以下及び定員 

乗車時の最大軸重が１３トン以下の車両諸元を有し、横圧等の走行性能の 

よい電車、気動車）で構成された特急急行列車などをいう。 

     (イ) 上記数値は乗心地を維持するためのものを示す。 

     (ウ) （ ）内は目標値を示す。 

     (エ) 目標値は整備値超過の発生を少なくするためのものを示す。 

 

  事故現場付近における本事故前直近の列車動揺検査は、平成２４年８月２３日に

高性能優等列車により実施されており、整備値及び目標値を超過した箇所はなかった。 

 

2.3.2.6 レールの摩耗状況 

  本事故後に事故現場付近のレールの摩耗状況を調査した結果、左レール（外軌）

及び右レール（内軌）の摩耗量は２９ｋ０２８ｍ付近で最も大きく、左レールでは

ゲージコーナーで９.５mm、右レールでは頭頂部で５.３mm の摩耗量であった。これ

らの摩耗量は、線路実施基準に定められたレール交換基準（５０㎏Ｎレール：１６mm）
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未満である。 

  なお、事故現場付近の、まくらぎ、道床及びレール締結装置等の軌道材料につい

ては、異常は見られなかった。 

（付図４ 事故現場略図 参照） 

 

2.3.3 車両に関する情報 

2.3.3.1 車両の概要 

  本件列車は、電気機関車（ＥＨ５００形式）が貨車２０両（コキ１０４形式１７両

及びコキ１０６形式３両）をけん引して２１両編成で運行していた。また、編成は

次のとおりであり、１４両の貨車がコンテナを積載していた。編成図を図１に示す。

 

  本件列車に連結されていた貨車の主要諸元は次のとおりであり、本件貨車はコキ

１０６形式である。 

  

図１ 本件列車編成図 



 

 

- 13 -

表５ コキ１０６形式とコキ１０４形式の比較 

 コキ１０６形式（本件貨車） コキ１０４形式 

空車重量 １８.９ｔ＊11 １８.７ｔ 

最大積載量 ４０.７ｔ ４０.５ｔ 

車両長 ２０.４ｍ ２０.４ｍ 

台車中心間距離 １４.２ｍ １４.２ｍ 

連結器高さ（空車時） ８５０mm ８５０mm 

台車 
インダイレクトマウント台車

（コイルばね） 

インダイレクトマウント台車

（コイルばね） 

軸箱支持方式 軸ゴム＋軸箱支持ゴム 半円筒ゴム 

軸ゴムのばね定数 ９.７２０ｋＮ/mm/軸箱 ２６.４６０ｋＮ/mm/軸箱 

軸距 １.９ｍ １.９ｍ 

まくらばねの構造 コイルばね コイルばね 

まくらばねのばね定数 ２.９８５ｋＮ/mm/台車片側 ２.３９９ｋＮ/mm/台車片側 

まくらばねダンパの形式 ＯＤ５４ ＯＤ５４ 

左右動ダンパの形式 ＯＤ６３ ＯＤ６３ 

車輪踏面形状 修正円弧踏面 修正円弧踏面 

車輪のフランジ角度*12 ６５° ６５° 

車輪内面距離 ９９０mm ９９０mm 

ブレーキ装置 応荷重式電磁自動空気ブレーキ 応荷重式電磁自動空気ブレーキ 

最高速度 １１０km/h １１０km/h 

製造開始年 平成９年 平成元年 

 

  本件列車に連結されたコキ１０６形式の特徴について調査したところ、概略次の 

とおりであった。 

  コキ１０６形式は、国際海上コンテナの輸送需要の高まりを受け、平成９年から

製造開始されたコンテナ貨車である。 

  コキ１０４形式からコキ１０６形式への構造改良時に、国際海上コンテナの積載

を可能とするため、まくらばねのばね定数を大きくし、軸ばねは半円筒ゴムから、

軸ゴムと軸箱支持ゴムに分割してばね定数を小さくし、レールからの振動伝達量を

低減させて車体及び積荷への衝撃を和らげる設計が行われた。一方、まくらばねダ

                         
*11

 [単位換算]１ｔ＝1000 ㎏（重量）、１㎏（重量）：１㎏ f、１㎏ f：９.８Ｎ 
*12

 「車輪のフランジ角度」とは、車輪のフランジ面が車軸の中心軸となす最大角度をいう。一般にフランジ  

角度が大きいほど脱線しにくい。 
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ンパについては、設計当初から部品の標準化を図るため、コンテナ貨車ではコキ１００

形式以降に用いられているＯＤ５４を使用することとして、車体への取付長を含め

て見直しは行わなかった。なお、コキ１００形式の設計は国鉄時代に始められてお

り、懸架装置の設計に関する資料では、コンテナを積載していない状態（以下「空

車状態」という。）と貨車に最大積載量の積荷を積載している状態（以下「最大積

車状態」という。）を考慮した設計となっており、荷重が空車状態から最大積車状

態までの範囲にある状態（以下「中間荷重状態」という。）を考慮した設計は行わ

れていなかった。 

  ＪＲ貨物では、コキ１０６形式を含め新形式の貨車を製作した際、空車状態と 

最大積車状態を考慮した設計や走行試験を実施し、走行安全上の問題がないことを

確認した上で事業の用に供しているが、中間荷重状態を考慮した設計や走行試験は

実施されていなかった。 

  その後、平成２３年３月１０日に成田線久住
く ず み

駅～滑河
なめがわ

駅間で発生したＪＲ貨物の

列車脱線事故の調査において、中間荷重状態においてコンテナ貨車の走行安全性が

低下する場合があることが初めて分かり、同事故の報告書*13でその重要性が指摘さ

れている。ＪＲ貨物では、コキ１０６形式は、同事故で脱線したコキ２００形式と

は車体の剛性や懸架装置の特性が異なる形式の貨車と判断し、改めて検討は行わな

かった。 

                         
*13

 運輸安全委員会：鉄道事故調査報告書ＲＡ２０１２－５、日本貨物鉄道株式会社 成田線 久住駅～滑河駅間 

列車脱線事故、平成２４年６月２９日公表 
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2.3.3.2 懸架装置の概要 

  本件貨車に設備された懸架装置*14

の特徴について調査したところ、

概略次のとおりであった。懸架装

置の位置を図２に示す。 

  客車に比べ貨車は空車状態から

最大積車状態までの積載量の変動

の幅が車体重量に比べて大きいこ

とから、まくらばねダンパは積載

重量すなわち‘まくらばねのたわ

み量によって決まるまくらばねダ

ンパの長さ（まくらばり側ダンパ

受けと台車側ダンパ受けの距離）’

（以下「ダンパ長」という。）に応

じて減衰特性が自動的に切り替わ

る構造になっている。空車状態で

静止したダンパ長は４３０mm であ

るが、貨車に積荷等が積載されダ

ンパ長が４１５mm より縮むと減衰

力が大きくなる特性（以下「“積車特性”」という。）に切り替わり（減衰特性が切

り替わる４１５mm のダンパ長を、以下「特性切替長」という。）、４１５mm より伸

びると減衰力が小さくなる特性（以下「“空車特性”」という。）に切り替わる構造

である。このため、まくらばねダンパの減衰の特性は、静止時における減衰の特性

で固定されるものではなく、走行中の車体の振動に伴って、まくらばねダンパも伸

縮し“積車特性”と“空車特性”が切り替わる構造となっている。 

  貨車の走行安定性に関係する、車体のロール振動による輪重変動については、コ

キ１００形式をはじめコキ１０６形式についても設計時の資料が不明であった。 

  コキ１０４形式とコキ１０６形式の諸元から、積載の状態に応じた静止時のダン

パ長を計算したところ表６のとおりであった。特性切替長である４１５mmに縮む積

載量は、コキ１０４形式は１４.６ｔであるが、コキ１０６形式では１８.３ｔで切

り替わることとなり、積載量が１４.６ｔから１８.３ｔの間では、コキ１０６形式

はコキ１０４形式よりも減衰特性が小さくなる。 

                         
*14 「懸架装置」とは、車軸と車体を連結する装置で、ばねやダンパと、それらを保持するフレーム等を配置した

構造であり、車軸及び車体の位置決め機能、振動の緩衝機能をもち、走行安全性や乗り心地の確保にかかわる。 

図２ 本件貨車の懸架装置の位置 
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表６ 積載の状態に応じた静止時のダンパ長 

コキ１０６形式 空車状態 
事故発生時 

の積載量 

まくらばね 

ダンパの 

特性切替 

最大 

積車状態(注2 

１両当たりの積載量 (ｔ) 0.0 14.8 18.3 39.0 

まくらばね変位量 (mm) 0.0 -12.1 -15.0 -32.0 

ダンパ長 (mm) 430.0 417.9 415.0 398.0 

まくらばねダンパの減衰 小さい  大きい 

     

コキ１０４形式 空車状態 

まくらばね 

ダンパの 

特性切替 

事故発生時 

の積載量(注1 

最大 

積車状態(注2 

１両当たりの積載量 (ｔ) 0.0 14.6 14.8 39.0 

まくらばね変位量 (mm) 0.0 -15.0 -15.2 -40.1 

ダンパ長 (mm) 430.0 415.0 414.8 389.9 

まくらばねダンパの減衰 小さい  大きい 

 (注1 コキ１０４形式に事故発生時の本件貨車の積荷を積載した場合を仮想 

 (注2 １２フィートコンテナを５つ積載する場合 

 

2.3.3.3 本件貨車の状況 

(1) 定期検査等の状況 

     本事故前直近の定期検査等の実施状況は、次のとおりであり、各検査の記

録に異常を示すものは見られなかった。 

新   製   平成 ９ 年１０月２９日 

重要部検査   平成２２年 ５ 月１３日（車輪削正含む） 

交 番 検 査     平成２４年 ８ 月 ６ 日 

 仕 業 検 査   平成２４年 ９ 月 ９ 日 

(2) 車輪、踏面形状等の状況 

     本事故前直近の交番検査（平成２４年８月６日）における、本件貨車の輪

軸各部の測定結果によれば、車輪直径、フランジ高さ、フランジ外側面距離*15

及び車輪内面距離のいずれも、「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」

の実施に関する基準として、同省令に基づき、‘ＪＲ貨物が北海道運輸局長

に届け出ている貨車整備実施基準’（以下「貨車整備実施基準」という。）及

びＪＲ貨物の社内規程である貨車整備実施基準細則に定められた限度値（車

輪直径７３２mm以上、フランジ高さ２５.０～３４.５mm、フランジ外側面距

                         
*15

 「フランジ外側面距離」とは、車輪一対の中心線から、車輪踏面基準点の１０mm下方位置までの水平距離を

いう。 
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離５２０～５２７mm、車輪内面距離９８９～９９３mm）内であった。また、

本事故後に測定された本件貨車の輪軸各部の寸法は、いずれも上述した限度

値内であった。 

     また、本事故後に測定された各車輪の車輪踏面の描写記録は、打痕等によ

り変形していた後台車の第１軸及び第２軸のフランジ先端部以外は、いずれ

もＪＲ貨物の車輪図面上の形状とほぼ同じであった。 

(3) 軸ゴム、軸箱支持ゴム及びまくらばねの状況 

     本事故後、本件貨車の軸ゴム、軸箱支持ゴム及びまくらばねについて、Ｊ

Ｒ貨物等の調査によると、前台車の軸ゴム、軸箱支持ゴム及びまくらばねに

ついて異常は見られなかった。一方、後台車については、まくらばねには異

常が見られなかったが、軸ゴム及び軸箱支持ゴムについては、本事故による

損傷及び変形のため寸法の測定ができない状況であった。 

     軸ゴム及び軸箱支持ゴムの損傷状況については 2.4.2 で後述するが、これ

らの損傷は、脱線時や脱線後に過大な荷重を受けたことによるものと推定し

ているとのことであった。 

(4) コンテナ及び積荷の積載状況 

     本件貨車は、１２フィートコンテナを５個積載し、コンテナの寸法は表７

のとおりであり、各コンテナの積載荷重は５ｔである。また、本事故後に測

定したコンテナ（前から順にコンテナ１～コンテナ５と付した。）及び積荷

の重量は、表８のとおりであった。 

     ５個のコンテナの重量の合計は、本件貨車の最大積載量である４０.７０ｔ

以下の１４.８１ｔであり、表６に示すように、このときのダンパ長は計算

上４１７.９mm となる。 

     本事故後、積荷のあるコンテナ１、３及び５の積荷の状況を確認したとこ

ろ、プラスチック製プールパレット*16（以下「パレット」という。）がそれ

ぞれ８４個（１４段×６列）積まれていた。 

     コンテナの入口の高さ２,１８７mm に対して、パレットの高さは約２,０１６mm

とコンテナの天井近くまで積載されており、いずれのコンテナにも大きな荷

崩れは見られなかった。 

     それぞれのコンテナは、本件貨車の車体の両脇に設置されている５対の

１２フィートコンテナ用の緊締装置で固定されており、一対の緊締装置にお

ける車体から最も外側の幅員は２,６４５mm であり、最も外側の箇所のレー

                         
*16

 「プールパレット」とは、各輸送機関において相互に共通して使用され、互換性のある木製及びプラスチック製

の平パレットのことをいう。大きさは１,１００mm×１,１００mm×１４４mm（ＪＩＳ Ｚ０６０１）である。 
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ル面からの高さは９４２mmである。 
 

              表７ コンテナの寸法       （単位：mm） 

外法 内法 入口 

高さ 幅 長さ 高さ 幅 長さ 高さ 長さ 

2,500 2,450 3,715 2,252 2,275 3,647 2,187 3,635 
 

表８ コンテナ及び積荷の重量 

 コンテナ１ コンテナ２ コンテナ３ コンテナ４ コンテナ５ 

重 量 3.75ｔ 1.70ｔ 3.88ｔ 1.78ｔ 3.70ｔ 

積 荷 パレット 空 パレット 空 パレット 

 

(5) 静止輪重及び静止輪重比の状況 

     本事故後に、損傷の激しい本件貨車の後台車を健全なものに交換して測定

した静止輪重及び左車輪の静止輪重比*17は、表９のとおりであった。 

     空車状態での左車輪の静止輪重比は、前台車の第１軸が１.０３、第２軸

が１.０２であり、脱線した後台車の第１軸が０.９６、第２軸が０.９５で

あった。 

     一方、本件貨車に事故当時の積荷を積載した状態における左車輪の静止輪

重比は、前台車の第１軸が１.０２、第２軸が１.００であり、脱線した後台

車の第１軸が１.００、第２軸が０.９８であった。 

     また、本件貨車の新製時（平成９年１０月）に測定された静止輪重は、メ

ーカーに記録が残っていなかったため不明である。 

     なお、貨車整備実施基準において、本件貨車であるコキ１０６形式は静止

輪重の管理を行う対象とはなっていない。 
 

表９ 本事故後の静止輪重及び左車輪の静止輪重比 

 

前台車 後台車 

第１軸 第２軸 第１軸 第２軸 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

空車状態 

右車輪 21.58 

1.03 

22.15 

1.02 

24.10 

0.96 

23.73 

0.95 

左車輪 22.83 23.20 22.28 21.45 

事故当時 
の 

積載状態 

右車輪 39.40 

1.02 

40.28 

1.00 

42.13 

1.00 

41.92 

0.98 

左車輪 40.80 40.40 42.17 40.47 

                         
*17

 「静止輪重比」とは、１軸の輪軸に対し、片側の車輪の輪重をその軸の平均輪重で除した値をいう。 
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(6) 本件貨車の連結の状況 

     本件貨車と後続の１０両目の貨車を連結する設備には、自動連結器、ブレ

ーキ管ホース、元空気だめ管ホース及びジャンパー線＊18がある。五稜郭駅出

発時には自動連結器及びブレーキ管ホースが連結されており、元空気だめ管

ホース及びジャンパー線は本件列車の運行に必要なかったため連結されてい

なかった。自動連結器及びブレーキ管ホースの連結器の位置は後台車中心の

約３.１ｍ後方にあり、ブレーキ管ホースの連結器はそれぞれの車体から、

金属製のチェーンで吊り下げられている。 

     ブレーキ管ホースの連結器が外れていた本件列車の９両目（本件貨車、コ

キ１０６形式）、１０両目（コキ１０４形式）と同形式の車両を使用し、積

載量を事故当時に近い状態にしてブレーキ管ホースの連結器の高さを測定し

たところ、その下端はレール面から１７８mmであった。 

     なお、貨車整備実施基準において、ブレーキ管ホースの連結器の高さは測

定の対象とはなっておらず、出発前の組成点検の際に目視とブレーキ試験で

接続されていることを確認している。 

 

２.４ 鉄道施設及び車両の損傷、痕跡等に関する情報 

 2.4.1 鉄道施設の損傷及び痕跡等の状況 

(1) 本件曲線の２９ｋ０２９ｍ付近から２９ｋ０３２ｍ付近までの約３.５ｍ

の間に、左レール（外軌）上を軌間内側から外側へと斜めに横切る車輪によ

るものと見られる痕跡（２９ｋ０２９ｍの痕跡の始点について、以下「レー

ル上の痕跡の始点」という。）、また、２９ｋ０３２ｍ付近の右レール（内軌）

ゲージコーナーに車輪によるものと見られる約０.４ｍの痕跡があった。 

(2) ２９ｋ０３２ｍ付近から左レール軌間外側のまくらぎ上、軌間内のまくら

ぎ上及びレール締結装置上に、車輪によるものと見られるそれぞれ１本の痕

跡が木古内駅方に続いていた。また、２９ｋ０３６ｍ付近の軌間内のまくら

ぎ上には、車輪によるものと見られる痕跡が２本あり、以降の左レール軌間

外側のまくらぎ上、軌間内のまくらぎ上、レール締結装置上には、それぞれ

２本又は１本の痕跡が本件貨車の後台車の停止位置（３１ｋ１８３ｍ）まで

断続的に続いていた。 

(3) 釜谷駅～泉沢駅間の亀川道路踏切道並びに泉沢駅構内の泉沢道路踏切道及

び二ノ岱道路踏切道のそれぞれの踏切敷板、踏切ガードなどには車輪による

                         
*18

 「ジャンパー線」とは、編成中の補助回路機器や制御回路機器を動作させるため、各車両間を接続するため

に設けられている電線のことをいう。 
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ものと見られる打痕及び線状の痕跡があり、五稜郭駅方の踏切敷板は、木古

内駅方の踏切敷板よりも大きく損傷していた。 

(4) 泉沢駅構内の本件列車の進路上にある１１号イ分岐器、１２号イ分岐器、

１６号分岐器、１４号ロ分岐器及び１４号イ分岐器の各種レール、まくらぎ

並びに締結装置などには、本件貨車の車輪によるものと見られる打痕及び線

状の痕跡があった。このうち、１６号分岐器、１４号ロ分岐器及び１４号イ

分岐器において、後台車のうちの１軸がリードレールに沿って左に大きく変

位して、右側の車輪は軌間内の左レール付近を走行し、左側の車輪はまくら

ぎよりも左側を走行したと見られる痕跡があった。さらに１４号ロ分岐器に

は、左トングレール及びリードレールに約３ｍ、クロッシングから左レール

上に約１１ｍの車輪によるものと見られる線状の痕跡があった。 

(5) 泉沢駅構内の本件列車の進路上にある１１号イ分岐器、１２号イ分岐器、

１６号分岐器、１４号ロ分岐器及び１４号イ分岐器の転てつ装置は、本件貨

車の車輪によるものと見られる打痕及び線状の痕跡があり損傷していた。 

(6) 泉沢駅の第１ホームは、五稜郭駅方端部から木古内駅方の約１２ｍ（３０ｋ

５２２ｍ～３０ｋ５３４ｍ）にわたって、コンクリート板が線路側の端部か

ら１０cmの幅で損傷し鉄筋が露出しており、コンクリート板上のアスファル

ト舗装が線路側の端部から最大約１.８ｍの幅で損傷していた。また同ホー

ム中央部付近においても約３ｍ（３０ｋ５５９ｍ付近）にわたって、コンク

リート板が線路側の端部から１０cmの幅で損傷しており、コンクリート板上

のアスファルト舗装が線路側の端部から約３０cmの幅で浮き上がっていた。 

     第１ホームの五稜郭駅方端部付近のまくらぎ上には、右レールの左側約

３０cm、左レールの左側約３５cmの位置に脱線した車輪によるものと見られ

る痕跡があった。 

(7) ＪＲ北海道によると、本事故によりまくらぎ（木・ＰＣ）約２,０００本、

レール締結装置約３,０００個、ＡＴＳ地上子２個ほか多数の設備が損傷し

たとのことである。 

（付図３ 事故現場～泉沢駅略図、付図５ 貨車からの落失物位置略図、付図６ 

泉沢駅構内損傷箇所略図 参照） 

 

2.4.2 車両の損傷及び痕跡等の状況 

  本件貨車の損傷状況は、次のとおりであった。 

(1) 後台車の車輪上方の車体下面には、脱線時及び脱線後の走行によって車輪

が付けたと見られる打痕や擦過痕が多数あり、一部は曲損していた。また、

車体左側にある１２フィート用コンテナの緊締装置は、全５箇所のうち後側
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の３箇所が変形し、白く汚れていた。 

(2) 本件貨車と１０両目貨車を連結する自動連結器のうち、本件貨車の自動連

結器の右側に接触痕があった。 

(3) 本件貨車と１０両目貨車の間にあるブレーキ管ホースの連結器が外れてお

り、双方の連結器は白く汚れていた。 

(4) 後台車１軸目付近にある元空気だめ管＊19（以下「ＭＲ管」という。）は曲

損し接続部で破断しており、ブレーキ管は曲損していた。 

(5) コンテナ４の左後ろの脚部、コンテナ５の左前及び左後ろの脚部に２本の

線状の擦過痕があった。 

(6) 後台車については、まくらばりの左側のスリ板が落失し、右側のスリ板は

所定の位置からずれた位置にあり損傷していた。また、左側のボルスタアン

カが変形し、３本のオイルダンパ（まくらばねダンパ２本、左右動ダンパ

１本）が全て損傷していた。 

(7) 後台車の第１軸については、左車輪の前後にある軸箱支持ゴム及び軸ゴム

は損傷し、また、ブレーキ装置の制輪子及び制輪子キー＊20が落失していた。

右車輪の前後にある軸箱支持ゴム及び軸ゴムは損傷していた。 

(8) 後台車の第２軸については、左車輪の前後にある軸箱支持ゴム及び軸ゴム

は損傷し、また、ブレーキ装置の制輪子及び制輪子キーが落失していた。右

車輪の前後にある軸箱支持ゴム及び軸ゴムは損傷し、また、制輪子及び制輪

子キーが落失していた。 

(9) 後台車全４輪の車輪踏面及びフランジに、脱線時に付いたと見られる多数

の打痕や擦過痕が全周にわたってあった。 

（付図７ 本件貨車の積荷の状況と車体の損傷状況、付図８ 本件貨車の後台車の    

損傷状況、付図９ 本件貨車後台車の車輪の損傷状況 参照） 

 

2.4.3 落失した車両部品の発見位置 

  ２９ｋ３２０ｍ付近から３１ｋ１４６ｍ付近までの間に、本件貨車から落失した

制輪子、制輪子キー、スリ板及び１０両目第１軸の磁粉探傷リングが点在していた。 

  このほかに本件貨車後部左側にあるジャンパー線の収納部の蓋が落失したが、発

見することができなかった。なお、この蓋の有無は列車の走行に影響を及ぼすもの

ではない。 

 （付図５ 貨車からの落失物位置略図 参照） 

                         
＊19

 「元空気だめ管」とは、元空気タンクから空気圧機器へ圧縮空気を導く空気管のことをいう。 
＊20

 「制輪子キー」とは、ブレーキの摩擦材である制輪子を押し付け装置に固定するための金具をいう。 
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２.５ 乗務員等に関する情報 

 運転士Ａ   男性３７歳 

甲種内燃車運転免許    平成 ７ 年 ７ 月 ７ 日 

甲種電気車運転免許    平成１０年１２月 ９ 日 

 運転士Ｂ   男性３７歳 

甲種内燃車運転免許    平成 ８ 年 ７ 月１８日 

甲種電気車運転免許    平成１１年 ９ 月 ７ 日 

 

２.６ 運転取扱いに関する情報 

2.6.1 事故前日及び当日の本件列車の状況 

  事故前日及び事故当日の本件列車の状況をＪＲ北海道及びＪＲ貨物に確認したと

ころ、概略次のとおりであった。 

  本件列車の運行については、事故前日である平成２４年９月１０日に札幌貨物タ

ーミナル駅発宮城野駅行き上り高速貨第２０５０列車（機関車１両＋貨車２０両の

２１両編成）として札幌貨物ターミナル駅を定刻に出発したが、北海道内の降雨に

よる運転規制により五稜郭駅到着後に運休となった。 

  １１日は五稜郭駅発宮城野駅行き上り高速貨第２０５０列車（機関車１両＋貨車

２０両の２１両編成）として運転される予定であったが、北海道内の降雨の影響に

よる他列車の遅れにより、本件列車は五稜郭駅を１時間２分遅れて出発した。 

 

2.6.2 事故現場付近の運転取扱い 

  「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」の実施に関する基準として、同省令

に基づき、ＪＲ貨物が北海道運輸局長に届け出ている運転取扱実施基準によれば、

本件曲線の制限速度は６０㎞/hである。 

 

２.７ 気象に関する情報 

2.7.1 事故発生時の気象状況 

  事故発生当時の天気については、気象庁の函館地方気象台（平成２５年１０月１日

に函館海洋気象台から名称変更）の記録によれば１８時～２１時の天気は曇りであ

った。 

  事故発生当時の降水量については、事故現場最寄りとなる気象庁の木古内地域気

象観測所（アメダス）の記録によれば、事故当日の１９時～２０時の降水量は

０.０mm であった。 
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2.7.2 事故発生前の気象状況 

  事故現場付近における９月１日～１１日の日降水量（当日０時～２４時の降水量）

は、木古内地域気象観測所の記録によれば、１日～５日：０.０mm、６日：１０.０mm、

７日：０.０mm、８日：２３.０mm、９日：４６.５mm、１０日：２０.５mm、１１日：

５.０mm（事故発生後は０.０mm）であり、１１日間の日降水量の平均は約９.５mm

であった。 

  また、平年*21の９月１日～１１日の１１日間における日降水量の平均は約６.２mm

であった。 

 

２.８ 走行試験と数値シミュレーションに関する情報 

2.8.1 走行試験と数値シミュレーションの実施について 

  本事故の調査を進めるに当たり、収集した運転状況、車両、積荷及び軌道の状況

に関する情報の分析では問題が認められず、これらの要素単独で脱線に至る可能性

は低いが、これらが複合的に関与して脱線に至った可能性があるとの観点から、運

転状況、車両、積荷及び軌道の状況について複合的に調査・分析することとした。 

  具体的には、ＪＲ貨物及びＪＲ北海道により、江差線における脱線事故の自主的

な要因の調査の一環として、コンテナ貨車の走行安全性の確認を目的とした走行試

験が行われたことから、当委員会ではその走行試験に参加し、本走行試験で得られ

たデータ及び軌道変位データの一部の提供を受け、本事故の要因を推定する目的で、

コキ１０６形式の貨車が曲線部を走行するときの挙動を、力学モデルを用いた時刻

歴シミュレーションにより解析し、車両、積荷、軌道及び走行速度の各条件が貨車

の挙動に与える影響について考察した。 

 

2.8.2 ＪＲ貨物及びＪＲ北海道による走行試験 

  ＪＲ貨物及びＪＲ北海道では、江差線における脱線事故の自主的な要因の調査の

一環として、コンテナ貨車の走行安全性の確認を目的とした走行試験を、平成２６

年１１月２１日から２３日に江差線木古内駅－五稜郭駅間で実施した。試験区間の

軌道変位は、走行試験の直前の同月５日に高速軌道検測車で測定された。 

  供試された貨車は、図３に示すようにコキ１０６形式、コキ１０７形式及びコキ

１０４形式の計３両であり、積載条件は各貨車の５つのコンテナそれぞれにデッド

ウェイト（廃車輪）を３.５ｔ積載した場合（平成２６年６月２２日、江差線にお

いて発生した列車脱線事故*22を想定）と１.１ｔ積載した場合（本事故を想定）の

                         
*21

 「平年」とは、昭和５６年から平成２２年までの３０年間の平均である。 
*22

 運輸安全委員会：鉄道事故調査報告書ＲＡ２０１５－９、日本貨物鉄道株式会社 江差線 泉沢駅～札苅駅間 

列車脱線事故、平成２７年１２月１７日公表 
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２条件とし、本件曲線を６０㎞/hで走行して、各貨車の輪重、横圧のほか車体の挙

動を把握するための振動（変位、加速度）等が測定された。なお、走行試験中はお

おむね晴天で降雨は見られなかった。走行試験の概要を付図１１に示す。また、走

行試験及び数値シミュレーションにおいて、輪軸は進行方向（木古内駅方）を基準

に前から第１軸から第４軸とする。 

 

  当委員会では、本走行試験で得られたデータ及び軌道変位データの一部の提供を

受け、後述する貨車の走行に関する数値シミュレーションにおけるモデル化の妥当

性を確認するために用いた。 

  当委員会において、付図１２及び付図１３に示す本件曲線の走行試験の測定結果

などを分析したところ、コキ１０６形式について以下の知見が得られた。 

(1) 静止時のダンパ長の測定値は、１.１ｔ積載時のまくらばねダンパは特性

切替長の４１５mmより長いことから、積荷が積載されていてもその積載量に

よりまくらばねダンパの減衰特性は“空車特性”となることがある（付図 

１２ Ａ部）。 

(2) 車輪・レール間摩擦係数に近い値をとる*23円曲線内での内軌側横圧輪重比

は０.５程度の値であった（付図１３（その１）、（その２） Ａ部）。 

(3) 入口側緩和曲線において、台車の左右のまくらばねダンパの変位が逆位相

で変動し、円曲線に入るとその変動が収束しないうちに再度大きくなりその

ままの状態で出口側緩和曲線まで継続していることから、貨車は本件曲線を

走行中に大きくロール振動している（付図１３（その１）、（その２） Ｂ

部）。 

(4) ３.５ｔ積載の場合と、１.１ｔ積載の場合のそれぞれにおいて前後の車体

端部で車体ロール加速度に位相差が認められ、走行中に車体がねじり振動し

ている（付図１３（その１）、（その２） Ｃ部）。 

(5) まくらばねの変位の左右差と輪重の左右差の変動に高い相関が認められる

                         
*23

 参考文献：日本機械学会編「鉄道車両のダイナミクス －最新の台車テクノロジー－」P.23 電気車研究会発

行、平成８年 

図３ 走行試験用列車の編成図 
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（付図１３（その１）、（その２） Ｄ部）。 

（付図１１ 走行試験の概要、付図１２ 静止時のダンパ長（測定値）、付図１３ 

走行試験（本件曲線）の結果 参照） 

 

2.8.3 貨車の走行に関する数値シミュレーション 

2.8.3.1 数値シミュレーションの目的及び手順 

  ２.１から２.７に記述した事実情報を結び付け、本事故の要因を推定する目的で、

コキ１０６形式の貨車が曲線部を走行するときの挙動を、力学モデルを用いた時刻

歴シミュレーションにより解析し、懸架装置、積荷、軌道及び走行速度の各条件が

事故時の貨車の挙動に与える影響について考察した。なお、車両のモデル化と時刻

歴シミュレーションは汎用マルチボディ・ダイナミクス解析ソフトウェア SIMPACK 

Rail（Version 9.7）*24を用いて以下の手順で行った。数値シミュレーションの概

念図を図４に示す。 

① 2.8.2に記述した走行試験のデータを使用した、数値シミュレーション

モデルの妥当性の確認 

② 数値シミュレーションによる本事故の再現 

③ 本事故の要因の検討 

まくらばねダンパの減衰特性、軌道変位、軌道変位の波数、積荷の重心

及び車両形式をそれぞれパラメータとした解析 

④ 半車両モデルを用いた貨車のロール振動に関する検討（数値解析ソフト

MATLABを使用） 

 

（付図１４ 数値シミュレーションの概要 参照） 

 

                         
*24

 シムパックジャパン株式会社 URL:www.SIMPACK.jp 

図４ 数値シミュレーション概念図 
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2.8.3.2 数値シミュレーションに用いるモデル 

(1) 車両モデル 

     貨車の図面情報及び 2.8.2 に記述した走行試験から得られた知見を基に、

付図１５のようにコキ１０６形式の数値シミュレーションモデルを作成した。 

     貨車の特徴である、車体と台車つなぎばりのねじり剛性が小さいことを模

擬するため、付図１５（その１）に示す計４６の自由度を持たせ、後述する

ように車体のロール振動の再現性を重視することも併せて、まくらばねダン

パの特性を詳細にモデル化した。 

     なお、数値シミュレーションでは、車体、コンテナ、積荷をまとめて一つ

の剛体として扱っており、全体を「車体」と考えている。 

（付図１５ 数値シミュレーションモデル 参照） 

(2) 軌道モデル 

     本数値シミュレーションを実施するに当たり、付図１６に示す本事故の発

生した曲線及びその前後の直線区間の軌道変位を計算対象とし、以下のよう

にモデル化した。 

① 軌道線形 

      本事故発生時及び走行試験時とも本件曲線を含む同じ軌道線形とする。 

② 軌道変位 

      2.3.2.4 に記述した事故直前、及び 2.8.2 に記述した走行試験直前にそ

れぞれ高速軌道検測車で測定した０.２５ｍ間隔の通り変位と高低変位を、

波長６～５０ｍの範囲で復元した波形（以下「復元波形*25」という。）を

数値シミュレーションへの入力として用いる。 

（付図１６ 事故現場の曲線諸元 参照） 

 

2.8.3.3 数値シミュレーションモデルの妥当性の確認 

  数値シミュレーションモデルの妥当性は、2.8.2 に記述した走行試験における貨

車の挙動の測定結果と数値シミュレーション結果との比較による再現性の検証で確

認することとし、コキ１０６形式の第１軸の横圧及び輪重変動、脱線係数、前後位

の車体のロール変位、前後の台車のダンパ長を比較した時刻歴波形図を付図１７に

示す。 

数値シミュレーション条件 

積載条件：３.５ｔ積載の１２フィートコンテナ５つ 

                         
＊25

 「復元波形」とは、測量などで得られる実形状とは異なる形となる１０ｍ弦正矢などで検測された軌道変位

波形を、数値演算（検測特性の逆数を掛けるフィルター処理）により実形状に近い波形に戻したものをいう。 
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軌道変位：走行試験直前の平成２６年１１月５日に測定したもの 

走行速度：６０㎞/h 

車輪・レール間摩擦係数：０.５ 

(1) 固有振動数の比較 

     3.5.1に後述するように、特に本事故で注目すべき挙動は車体のロール振

動であることから、デッドウェイトを積んだ車体の左右動を伴う下心
したしん

ロール*26

モードの固有振動数が、走行試験の実測データの解析結果と数値シミュレー

ション結果で整合するかを検証したところ、同実測データの解析結果で約

１.３Hzで、数値シミュレーションモデルでも約１.３Hzであり、ほぼ一致し

ていることを確認した。 

(2) 走行時の波形との比較 

     走行試験の測定結果と数値シミュレーション結果を比較すると、横圧とこ

れに関連する脱線係数については、数値シミュレーション結果が測定結果よ

り若干小さいものの、その他については両者の波形はほぼ一致している。特

に、円曲線中において、車体のロール振動（付図１７ Ｃ部）に起因する輪

重変動（付図１７ Ａ部）が認められ、この卓越周波数は約１.３Hzである。

なお、走行速度が６０㎞/hの場合、輪重変動の波長は約１２.８ｍとなる。

また、内軌側横圧輪重比（付図１７ Ｂ部）も約０.５となっており、

2.8.2(2)で記述した走行試験の測定結果とほぼ一致している。これにより、

以降の数値シミュレーションによる本事故の再現における車輪・レール間摩

擦係数は０.５とする。 

     以上のことから、本数値シミュレーションモデルは、おおむね実際の車両

の挙動を再現することができていると考えられる。 

（付図１７ 数値シミュレーションによる走行試験の再現波形と測定波形との照合 

参照） 

 

2.8.3.4 数値シミュレーションによる本事故の再現 

      数値シミュレーション条件 

       軌道線形：本件曲線の軌道線形 

       軌道変位：事故直前の平成２４年８月２４日に測定したもの 

       積載条件：本件事故を模擬した付図１５（その２）の１２フィートコン

テナ５つ 

       走行速度：６０㎞/h 

                         
＊26

 「下心ロール」とは、車体のローリングのうち、その回転中心が車体の重心より下にあるものをいう。 



 

 

- 28 -

       車輪・レール間摩擦係数：０.５ 

  数値シミュレーションによる本事故の再現結果を時刻歴波形で付図１９（その１）

に示す。また、レール上の痕跡の始点、脱線した地点付近の波形を拡大して付図

１９（その２）に示す。 

  数値シミュレーションの結果から、以下のことがいえる。 

① 左右のダンパ長が前台車、後台車共に左右逆位相で大きく変動し、 

“空車特性”の領域で変動している時間割合が大きい（付図１９（その２） 

Ａ部）ことから、車体に大きなロール振動が発生していると考えられ、車

体のロール振動に伴い、輪重の変動も大きく繰り返されている。また、こ

のときのダンパ長、輪重変動の周波数は約１.３Hzとなる（付図１９（そ

の１） Ａ部）。 

② 第３軸の外軌側の車輪ではレール上の痕跡の始点手前における輪重の最  

小値は約８.５ｋＮであり、直前の最大値との輪重の変動量は約６５.３ｋＮ

となっており、本数値シミュレーションにおける静止輪重（４２.２ｋＮ）

に比べて８０％前後の輪重減少がレール上の痕跡の始点付近において繰り

返し発生している（付図１９（その２） Ｄ部）。 

③ レール上の痕跡の始点付近における第３軸の外軌側車輪の輪重は約

２３.４ｋＮとなっている（付図１９（その２） Ｂ部）。 

④ レール上の痕跡の始点付近において第３軸外軌側車輪が約１１mm上昇し

ている（付図１９（その２） Ｃ部）。 

⑤ 第１軸よりも第３軸の車輪上昇量が大きい（付図１９（その２） Ｃ部）。 

  これらのことから、本数値シミュレーションは本事故の状況と符合しており、本

事故を再現できていると考えられる。 

  なお、第２軸及び第４軸については、レール上の痕跡の始点において車輪の上昇

は見られなかった。 

  また、2.3.2.4(1)に記述したように、レール上の痕跡の始点より手前の軌道にお

ける水準測定値は、設定されたカント量と比較して１０mm程度大きくなっていたこ

とから、入力した軌道状態からカントを１０mm増加させて数値計算した結果が付図

２０である。上記の②～④と比較したところ、ほとんど変化はなかったことから、

以降の数値シミュレーションでは、入力したカント量は2.3.2.2(2)のカント量とし

た。 

（付図１５ 数値シミュレーションモデル、付図１８ 数値シミュレーションによ

る本事故の再現に入力した軌道状態、付図 １９ 数値シミュレーションによる

本事故の再現結果、付図２０ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果

（カントを１０mm増加させた場合） 参照） 
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2.8.3.5 数値シミュレーションに基づく本事故の要因の検討 

(1) まくらばねダンパの減衰特性の関与 

     2.3.3.2 に記述したように、本件貨車のダンパは特性切替長である４１５mm

において減衰特性が切り替わる構造である。本事故を模擬した積載条件では、

ダンパ長は特性切替長である４１５mmに近く、走行中は車体のロール振動に

伴って、“空車特性”と“積車特性”が交互に切り替わりながら走行してい

たと考えられる。つまり、まくらばねダンパの減衰特性が交互に切り替わる

ことで、車体のロール振動に対する減衰が不足し、車体のロール振動が大き

くなった可能性がある。このため、2.8.3.4 の数値シミュレーション条件の

うち、まくらばねダンパの減衰特性を“積車特性”（減衰が大きい）に固定

して数値計算した結果を付図２１に示す。 

     まくらばねダンパを“積車特性”に固定したことにより、レール上の痕跡

の始点付近の輪重は約２６.１ｋＮに増加していること（付図２１ Ａ部）、

2.8.3.4 に記述した数値シミュレーションによる外軌側車輪の上昇量が約

１１mm（付図１９（その２） Ｃ部）から約３mm（付図２１ Ｂ部）に減少

したことが分かる。 

（付図１９ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果、付図２１ 数

値シミュレーションによる本事故の再現結果（まくらばねダンパの減衰特

性を“積車特性”に固定した場合） 参照） 

(2) 軌道変位の関与 

     本事故では、2.3.2.4 に記述した軌道変位はいずれも整備基準値内であっ

たにもかかわらず、脱線が発生したことから、これらの変位のうち、輪重変

動への関与が大きい水準変位、通り変位のどちらの軌道変位の成分が輪重変

動に大きく影響したかを数値計算により検討した。 

     2.8.3.4 の数値シミュレーション条件のうち、軌道変位のうち通り変位

（付図１８の３段目及び４段目の復元波形）のみを入力した場合と、高低変

位（付図１８の１段目及び２段目の復元波形。これにより高低変位から決ま

る水準変位なども入力されることとなる。）のみを入力した場合の、数値計

算した結果を付図２２及び付図２３に示す。 

     レール上の痕跡の始点手前の輪重の最小値と変動量については、通り変位

のみを入力した場合の最小値は約２８.２ｋＮであり、約３０.４ｋＮの変動

（付図２２ Ａ部）が認められ、高低変位のみを入力した場合の最小値は約

１４.２ｋＮであり、約５２.１ｋＮの変動（付図２３ Ａ部）が認められた。

また、車輪の上昇量については、通り変位のみを入力した場合は車輪の上昇

は見られず（付図２２ Ｂ部）、一方、高低変位のみを入力した場合は車輪
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が約３mm上昇した（付図２３ Ｂ部）。 

（付図１８ 数値シミュレーションによる本事故の再現に入力した軌道状態、

付図２２ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果（軌道変位に通

り変位のみ入力した場合）、付図２３ 数値シミュレーションによる本事

故の再現結果（軌道変位に高低変位のみ入力した場合） 参照） 

(3) 軌道変位の周期性の関与 

     本事故では、2.3.2.4 に記述した個別の軌道変位はいずれも整備基準値内

であったが、2.3.2.4(3)に記述したように比較的大きな複合変位が連続して

存在していたことから、周期的な軌道変位による影響の程度を検討するため、

2.8.3.4 の数値シミュレーション条件のうち、2.3.1(3)に記述したレール上

の痕跡の始点の１波長手前からのみ軌道変位（付図２４（その２）の１段目

から４段目の各復元波形）を入力した場合の、数値計算した結果を付図２４

（その１）に示す。 

     レール上の痕跡の始点の１波長手前からのみ軌道変位を入力した場合（そ

れより前の軌道変位は０とする）（付図２４（その２））でも、車輪が約１０mm

上昇しており（付図２４（その１） Ａ部）、2.8.3.4 に記述した数値シミュ

レーションの外軌側車輪の上昇量である約１１mm（付図１９（その２） Ｃ

部）に近い結果である。 

（付図１９ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果、付図２４ 数

値シミュレーションによる本事故の再現結果（レール上の痕跡の始点の１

波長手前からのみ軌道変位があったとした場合） 参照） 

(4) 積荷の重心高さの関与 

     本事故では、2.3.3.3(4)に

記述したように、コンテナ２

及び４は空のコンテナであ

り、またコンテナ１、３及び

５はパレットがコンテナの天井近くまで１４段重ねて積載されていたことか

ら、2.8.3.4 の数値シミュレーション条件のうち、コンテナ１、３及び５の

パレットの段数を１段ずつ減らして積荷の重心が輪重変動に与える影響を数

値計算により検討した。この計算結果によるパレットの段数と車輪上昇量の

関係を表１０に示す。 

     １４段積載した場合は、2.8.3.4 に記述したように外軌側車輪が約１１mm

上昇したが（付図１９（その１） Ｃ部）、パレットの段数を１段ずつ減ら

し、９段までは車輪の上昇が認められたが、８段積載した場合に、車輪の上

昇は見られなくなった（付図２５ Ａ部）。 

表１０ パレットの段数と車輪上昇量 

段数 １４ １２ １０ ８ 

上昇量(mm) １１ ５ １ ０ 
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レール上の痕跡の始点手前の輪重の最小値と変動量については、最小値は

約１５.７ｋＮであり、約４５.８ｋＮの変動（付図２５ Ｂ部）が認められた。 

（付図１９ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果、付図２５ 数

値シミュレーションによる本事故の再現結果（パレットを８段積載した場

合） 参照） 

(5) 貨車の形式による比較 

     2.3.3.1 に記述したように、本件列車にはコキ１０６形式とコキ１０４形

式の貨車が連結されており、最近の事故では脱線していないコキ１０４形式

を用いて 2.8.3.4 の数値シミュレーション条件で計算した結果を付図２６に

示す。 

     2.8.3.4 に記述したように、レール上の痕跡の始点における第３軸外軌側

車輪の輪重は、コキ１０６形式では２３.４ｋＮであり、コキ１０４形式は

約２０.４ｋＮであった。また、同車輪の輪重の変動量は、コキ１０６形式

では約６５.３ｋＮ（付図１９（その２） Ｄ部）であり、コキ１０４形式

では約５３.１ｋＮと、コキ１０６形式より約１９％減少していた（付図２６ 

Ａ部）。 

     また、コキ１０６形式の場合は、2.8.3.4 に記述したように外軌側車輪が

約１１mm（付図１９（その２） Ｃ部）上昇したが、コキ１０４形式の場合

は約６mmに減少した（付図２６ Ｂ部）。 

（付図１９ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果、付図２６ 数

値シミュレーションによる本事故の再現結果（車両形式をコキ １０４形

式とした場合） 参照） 

 

2.8.3.6 半車両モデルを用いた貨車のロール振動に対する積荷の重量と重心高さ

の影響 

(1) 半車両モデルによるロール振動の応答倍率の検討 

     コキ１０６形式における懸架装置の特徴、積荷の状態、軌道の状態などか

ら本事故発生の要因の傾向を導き出すために、数値シミュレーションモデル

に比べて繰り返し計算することが簡便な半車両モデルを用いて、軌道の変位

によって貨車にどの程度のロール振動が発生するのか検討を行った。 
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     本検討で用いた半車

両モデルは、半車体及

び１台車における上

下、左右、ロール方向

の６自由度に限定した

線形モデルである。軌

道変位（水準変位）に

相当するロール角度の

周期的な変動を輪軸に

入力した場合、これに

よって生じる車体の周

期的なロール振動角度を出力とし、それら振幅の比を輪軸のロール角度に対

する車体のロール振動特性を応答倍率として評価した。ここでの応答倍率は、

軌道変位（水準変位）に相当するロール振動を輪軸に入力した場合に、これ

によって生じる車体のロール振動角度が、輪軸のロール角度に対して何倍に

なるのかをいう。概念図を図５及び付図２７に示す。 

     このモデルを用いて、様々な周波数の振動入力に対する車体のロール振動

の応答倍率について、空車状態（条件①）、空コンテナ積載（条件②）、走行

試験時の３.５ｔ積載状態（条件③）、本事故時の積載（条件④）の４条件に

関して数値計算を行った結果が付図２８である。 

     この結果によると、条件①では半車両モデルにおける車体のロール振動の

固有振動数は３.９８Hzとなり最大応答倍率は１.９４倍である。これを基準

にして各条件と比較すると、条件②では車体のロール振動の固有振動数は

１.９６Hzに下がり、最大応答倍率は３.７２倍と大きくなる。事故時の積載

条件である条件④では、車体のロール振動の固有振動数が更に下がり１.５９Hz

となり、最大応答倍率は４.４９倍と大きくなる。一方、３.５ｔ積載した条

件③では、車体のロール振動の固有振動数は１.３５Hz、最大応答倍率は

１.９９倍となり、条件①と同程度の応答倍率となった。これはこの積載条

件ではまくらばねダンパの減衰特性が減衰の大きい“積車特性”となるため

である。 

     本事故発生時の車体のロール振動について考えてみると、2.8.3.4に記述

したように、卓越周波数は約１.３Hzであったと考えられるが、この場合の

周波数での応答倍率は付図２８より２.５倍程度であり、最大応答倍率をと

る１.５９Hzに近い周波数であったため、比較的大きな応答倍率となったも

のと考えられる。 

図５ 半車両モデル概念図 
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     これらのことから、積荷の重量、これに伴うまくらばねダンパの減衰特性

の変化、積荷の重心の高さが相互に影響し、応答倍率が大きくなる領域があ

る可能性があると考えられ、軌道変位の周期によって車体のロール振動の応

答倍率が大きくなる可能性があると考えられる。 

(2) 積荷の重量と重心高さの影響 

     コキ１０６形式の貨車において、積荷の重量と重心の高さを変化させ、ロ

ール振動の最大応答倍率がどのように変化するかを、半車両モデルを使って

数値計算した結果を付図２９に示す。この図から車体のロール振動に対する

最大応答倍率は、積荷の重量と重心高さにより「１.５～２.０」～「４.５～」

の範囲で変化することが分かる。また、ダンパの特性切替長である４１５mm

を境に応答倍率は大きく変化し、ダンパ長が４１５mmより長くなる“空車特

性”の場合、積荷とコンテナを合わせた荷重が１８.３ｔ以下の領域で応答

倍率が大きくなり、さらに、重心高さが高くなるほど応答倍率が大きくなる

ことが分かる。 

     本事故発生時の積載の条件（荷重１４.８ｔ、重心高さ１.０５ｍ）では、

前記(1)に記述したように最大応答倍率は４.４９と大きな値となる可能性が

あり、2.8.3.5(4)に記述したように車輪の上昇が見られなくなる条件である

パレットを８段積載したときでも、最大応答倍率は約４.０倍となることが

読み取れる。なお、前記(1)に記述した本事故発生時の積載条件で応答倍率

が約２.５倍であったことから考えられるように、軌道の状態や運転速度に

よって必ずしも最大応答倍率をとるわけではなく、一般的にはそれより低く

なる。 

     一方、積荷にジャガイモを積載することを想定した場合は、１０㎏の箱を

コンテナ床面全体に均一に積載し、１段当たり７２箱（９箱×８箱）、６段

積載すると、最上段はコンテナの半分程度の高さになるが、この場合には、

重心が低いため最大応答倍率は２.０倍程度であまり大きくならない。 

     これらのことから、コキ１０６形式において避けた方が良い積荷の積み方

があることが分かる。 

（付図２７ 貨車のロール運動に関する半車両モデルの概念図、付図２８ 

コキ１０６形式の積載条件ごとのロール振動の応答倍率、付図２９ 積荷

の重量と重心高さが車体のロール振動に及ぼす影響（コキ１０６形式） 

参照） 
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２.９ 江差線における最近の脱線事故の原因と再発防止策 

2.9.1 平成２４年４月２６日発生の列車脱線事故について 

  平成２４年４月２６日に江差線で発生した列車脱線事故について、当委員会は、

平成２６年７月２５日に鉄道事故調査報告書（ＲＡ２０１４－７）を公表しており、

この事故の原因は、以下としている。 

   本事故は、貨車にコンテナを積載した状態において、左右の車輪間で大きな静

止輪重アンバランスが生じていたため、半径３００ｍの曲線を走行中に、静止輪

重アンバランスが生じていない車両と比較して、外軌側車輪の輪重が小さくなり、

かつ、内軌側車輪の輪重が大きくなった影響によって外軌側車輪の横圧が増加し

たことにより、外軌側車輪の脱線係数が増大して外軌側車輪がレールに乗り上が

り脱線したものと考えられる。 

   脱線した貨車に大きな静止輪重アンバランスが生じていたことについては、コ

ンテナ内の積荷の偏積によるものと推定される。 

   なお、貨物列車が運行する区間において管理することとされている複合変位     

が、整備すべき対象には該当していなかったが、車輪のレール乗り上がり開始箇

所の手前で比較的大きくなっていたことは、外軌側車輪の輪重減少を助長させた

可能性があると考えられる。 

  また、今後必要とされる再発防止策は、以下としている。 

   本事故は、貨車に積載されるコンテナ内の積荷の左右偏積により、車両に大き

な静止輪重アンバランスが生じたことが大きく影響したと考えられることから、

コンテナ内の積荷に左右偏積が生じないようにする必要がある。 

   この点については、貨物運送約款において、コンテナへの貨物の積載並びにコ

ンテナの施封及び開封は、貨物利用運送事業者により行うこととされており、Ｊ

Ｒ貨物はコンテナ内の積載状態を直接確認できないことから、ＪＲ貨物は貨物利

用運送事業者に対して、コンテナへ積荷（貨物）を積載する際に、偏積の防止及

び積荷の積載状態の確認など、貨物運送約款の内容を周知徹底する必要がある。 

   また、ＪＲ貨物は、貨物利用運送事業者等と連携して、コンテナを貨車に積載

する際に、必要に応じて、荷主の承諾を得た上でコンテナを開扉して積荷の積載

状態を確認するなどの対策をすることが望ましい。 

   なお、コンテナ積載状態で輪重アンバランスを簡易に検知できるシステムの導

入について、検討することが望まれる。 

 

2.9.2 平成２６年６月２２日発生の列車脱線事故について 

  平成２６年６月２２日に江差線で発生した列車脱線事故について、当委員会は、

平成２７年１２月１７日に鉄道事故調査報告書（ＲＡ２０１５－９）を公表してお
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り、この事故の原因は、以下としている。 

   本事故は、列車が半径３５０ｍの左曲線を走行した際、コキ１０７形式の貨車

の車体に顕著なロール振動が励起されて外軌側（右）車輪の輪重が小さくなり、

さらに外軌側（右）車輪の横圧が増加し、脱線係数が増加して外軌側（右）車輪

がレールに乗り上がったことにより右に脱線した可能性があるものと考えられる。 

   車体に顕著なロール振動が励起されたことについては、乗り上がり開始地点の

手前の軌道に整備の対象となる大きな複合変位が存在していたためと考えられる。 

   外軌側（右）車輪の横圧が増加したことについては、曲線半径を小さくする側

の比較的大きな通り変位が存在したことが影響した可能性があると考えられる。 

   また、整備の対象となる大きな複合変位が存在したことについては、高速軌道

検測車により計測された整備の対象となる複数種別の複合変位の存在を担当の現

業機関で認識できなかったためであり、それには現業機関に計測結果を伝達して

補修の要否を決める方法が不適切であったこと、現業機関での複合変位に関する

知識が不足していたことが関与した可能性があると考えられる。 

   積荷の偏りが実際に脱線の発生に関与したかどうかを明らかにすることはでき

なかったが、事故直前の積載状態によっては、脱線を助長する要因となった可能

性があると考えられる。 

  また、今後必要とされる再発防止策は、以下としている。 

   5.1.1 複合変位の適正な管理 

今後適切に複合変位が管理されるために、以下のことが必要である。 

(1) 複数の種別からなる複合変位の管理方法について、現業機関の担当

者がその主旨を正しく理解し、実行するように教育、訓練すること。 

(2) 重複した複合変位の種別を正しく認識するためには、高速軌道検測

車からの情報が限定されたものであることを理解し、適切な複合変位

の割り出し方法に習熟すること。 

(3) 基準に達した複合変位がそれぞれ重複して存在する場合、並びに該

当する変位が著しくその基準値を超過する場合の補修の期限や速度制

限等の対応方法について、早急に検討して適切に定めておくこと。 

これらのことを徹底し定着させるためには、ＪＲ北海道では、複合変位の

管理に関して、その目的と主旨を正しく理解させるために社員を教育すると

ともに、運用マニュアルの改善などを図ることが必要である。 

さらに、複合変位を含む軌道管理の適切な運用のためには、軌道検測－複

合変位の割り出し－補修計画の策定－補修の実施全体が管理される必要があ

り、これらに対して多重チェック体制が有効に機能するよう、適切な対応が

継続されることが必要である。 
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なお、高速軌道検測車からの複合変位に関する情報としては、全ての種別

と位置が明示されることが望ましいので、今後の高速軌道検測車のシステム

プログラムの改修時等に考慮すべきである。 

 

5.1.2 偏積の防止を目的とした積荷の管理 

積荷の左右偏積を防止する対策は、2.10.1に記述した平成２４年４月２６

日に発生した江差線貨物列車脱線事故の再発防止策として、本事故の発生と

ほぼ同時に、ＪＲ貨物及び利用運送事業者により対応が開始されている。 

現実に偏積を防止するには、貨物が大量で多様であることから、積荷の積

付けが適切に管理されるための仕組みが確実に機能する必要がある。一方、

個別のコンテナに対しては、積み込み時の積載状態の把握と、荷役及び走行

中の外乱で貨物が容易に移動しない積付け方法が必要である。 

これらが効果的に機能するように、積荷の管理の仕組みが早期に安定して

稼働されることが望まれる。 

 

２.１０ その他必要な情報 

(1) 国土交通省の措置 

    平成２４年４月２６日の列車脱線事故に対する鉄道事故調査報告書が平成

２６年７月２５日に公表されたことを受けて、国土交通省ではコンテナ内の積

荷の偏積を防止するための有効な方策を検討することを目的として、関係者で

構成される「鉄道貨物輸送における偏積対策に関する検討会」を開催し、平成

２６年１２月２５日に以下の取組を行うこととする中間とりまとめを公表した。 

    ＪＲ貨物による対策として、①利用運送事業者に対する貨物運送約款の周知

徹底、②利用運送事業者向けのコンテナ積付けガイドラインの作成等の実施。 

    また、利用運送事業者による対策として、①現場作業員に対する適切な積付

けの徹底及び教育訓練の実施、②コンテナ積付けマニュアルの作成及び遵守等

の対策の実施。 

(2) ＪＲ貨物の措置 

    平成２４年４月２６日の列車脱線事故後にＪＲ貨物は次の措置を講じた。 

   ① 平成２４年５月７日に、貨物利用運送事業者に対して、コンテナへ積荷

（貨物）を積み込む際には積荷の偏積防止を徹底するように要請するととも

に、貨物運送約款の内容の周知徹底を図った。 

   ② 積荷の偏積防止を目的として、平成２４年５月８日に、公益社団法人全国

通運連盟に対して、貨物利用運送事業者が貨物運送約款の内容の遵守を徹底

するよう要請した。 
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   ③ 積荷の偏積防止対策を検討するための基礎データの収集を目的とし、各支

社の主要駅を対象に、重量計により無作為に発着コンテナの偏積調査を行う

こととした。また、その結果コンテナに偏積が認められた場合には、貨物利

用運送事業者を介して荷主の承諾を得た上でコンテナを開扉し、積荷の積載

状態の確認（写真撮影）を、当分の間行うこととした。 

   ④ ＪＲ北海道管内において、当面コキ１０７形式の運用を停止した。なお、

コキ１０７形式自体に走行安全上の問題がなかったことを確認し、平成２６

年２月２４日付けで運用を再開した。 

 

 

３ 分 析 
 

３.１ 脱線車両等に関する分析 

3.1.1 脱線地点 

  2.4.1(1)及び(2)に記述したように、 

(1) 本件曲線のレール上の痕跡の始点である２９ｋ０２９ｍ付近から２９ｋ

０３２ｍ付近までの約３.５ｍの間に、左レール（外軌）上を軌間内側から

外側へと斜めに横切る車輪によるものと見られる痕跡があったこと、 

(2) ２９ｋ０３２ｍ付近の右レール（内軌）ゲージコーナーに車輪によるもの

と見られる約０.４ｍの痕跡があったこと、 

(3) ２９ｋ０３２ｍ付近から泉沢駅構内にかけてのまくらぎ及びレール締結装

置に車輪によるものと見られる痕跡が続いていたこと 

から、本件列車が本件曲線を通過した際に、本件貨車の車輪がレール上の痕跡の始

点である２９ｋ０２９ｍ付近で左レールに乗り上がり、２９ｋ０３２ｍ付近で脱線

し、そのまま泉沢駅構内まで走行したものと考えられる。 

  また、2.4.1(2)に記述したように、２９ｋ０３６ｍ付近から泉沢駅構内にかけて

のまくらぎ及びレール締結装置に車輪によるものと見られる１本又は２本の痕跡が

続いていたこと、2.4.2(6)～(8)に記述したように、本件貨車の後台車の第１軸及

び第２軸の損傷状況に差異が見られないこと、及び2.8.3.4の数値シミュレーショ

ンでは第２軸の車輪上昇は見られないことから、２９ｋ０３２ｍ付近で後台車の第

１軸が最初に脱線し、それに伴って２９ｋ０３６ｍ付近で第２軸が脱線したものと

考えられる。 

 

3.1.2 脱線時の時刻及び走行速度 

  2.3.1 に記述したように、本件列車の機関車は３１ｋ３６８ｍに停止し、本件貨
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車の後台車は３１ｋ１８３ｍに停止しており、また、2.1.2 に記述したように、運

転状況記録装置の記録によれば、本件列車が停止した時刻は１９時２９分００秒１

である。 

  本件貨車の後台車は、事故現場付近である２９ｋ０３２ｍ付近から３１ｋ１８３ｍ

まで２.１５１㎞走行していることとなるが、本件列車が脱線後に走行した区間に

は破鎖*27が５ｍ存在することから、実際に走行した距離は２.１４６㎞である。 

  本件列車の運転状況記録装置に記録された走行距離から本件貨車が事故現場付近

（２９ｋ０３２ｍ付近）を通過した時刻を求めると、１９時２６分３３秒５となり、

そのときの運転状況記録装置の記録では速度は５９㎞/h であった。 

  したがって、本件列車は、速度約５９㎞/hで走行中の１９時２６分ごろに脱線し

たものと考えられる。 

 

３.２ 車両に関する分析 

3.2.1 コキ１０６形式の懸架装置の状況 

  2.3.3.1 に記述したように、コキ１０６形式をコキ１０４形式から構造改良する

際に、まくらばねのばね定数を変更したが、まくらばねダンパはＯＤ５４のままで

減衰特性を変更しなかった。並進１自由度系の場合において減衰比（ ）は以下の

式で表されることから、コキ１０６形式の設計において、まくらばね定数（ ）を

変更したが減衰係数（ ）は変更されなかったため、コキ１０６形式はコキ１０４

形式と同じ積載量（ ）であっても減衰比が異なる場合がある。 

= √2  

  さらに、2.3.3.2に記述したように、本件貨車等に使用されているまくらばねダ

ンパは、積載量によって変化するダンパ長によって減衰特性が、“空車特性”と

“積車特性”に切り替わる構造になっており、コキ１０４形式は積載重量が１４.６ｔ

で減衰特性が切り替わるが、コキ１０６形式は積載重量が１８.３ｔで切り替わる

ことから、コキ１０６形式は積荷が比較的軽量な領域（１４.６ｔ～１８.３ｔ）で、

コキ１０４形式に比べて減衰が小さく車体のロール振動が収束しにくいと考えられ

る。 

  2.3.3.3(4)に記述したように、事故発生時には本件貨車の積載量は１４.８１ｔ

と比較的軽量であり、静止時のダンパ長は計算上４１７.９mmであったと考えられ、

まくらばねダンパの特性切替長である４１５mmよりも大きいことから、“空車特性”

の状態であったと考えられる。よって、本件貨車はロール振動が収束しにくい状態

                         
＊27

 「破鎖」とは、建設時の設計変更により当初の計画よりも距離が短くなった場合などの削除した距離をいう。 
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であり、また、ダンパ長は４１５mmに近いことから走行時は車体のロール振動によ

り“空車特性”と“積車特性”が交互に切り替わっていたと考えられる。 

 

3.2.2 事故前の本件貨車の状況 

  2.3.3.3(1)～(3)に記述したように、本件貨車の検査記録に異常は見られなかっ

たこと、本事故後の軸ゴム、軸箱支持ゴム、まくらばね及び車輪等の寸法測定等の

結果、後台車の軸ゴム、軸箱支持ゴムは脱線時や脱線後に損傷したと考えられるこ

とから、本件貨車の状況について事故発生前に脱線に関与するような異常はなかっ

たものと考えられる。 

  また、2.4.2(7)及び(8)に記述したように、本件貨車の後台車から制輪子、制輪

子キー等の部品が落失していたが、2.4.3 に記述したように、いずれも、脱線地点

と考えられる２９ｋ０３２ｍ付近より木古内駅方の２９ｋ３２０ｍ付近から３１ｋ

１４６ｍ付近までの間で発見されたことから、これらの部品は、本件貨車が脱線し

た後に、まくらぎ及び道床の上を走行したことによる振動や衝撃によって落失した

ものと考えられる。 

 

3.2.3 本件貨車の積荷の状況 

  2.3.3.3(4)に記述したように、本件貨車に積載されていたコンテナのうちコンテ

ナ２、４は空であり、コンテナ１、３、５にはパレットがコンテナの天井近くまで

積載されていたが、いずれのコンテナにも大きな荷崩れは見られなかったことから、

積荷の偏積はなかったものと推定される。 

  一方、2.8.3.5(4)に記述したように、数値シミュレーションにおいて１４段積載

した場合は車輪が約１１mm上昇しており、段数を減らすと車輪の上昇量は徐々に下

がり、８段で上昇は見られなくなったことから、積荷の重心の高さが輪重変動に関

与した可能性があると考えられる。 

  これらのことから、コンテナ１、３、５にはパレットがコンテナの天井近くまで

積載されており、コンテナを含めた積荷の重心の高さはコンテナの中心部付近の比

較的高い位置にあったこと、さらに、コンテナ２、４は空であったことから、全て

のコンテナの重心の高さは、上記と同様にコンテナの中心部付近の比較的高い位置

にあったと考えられ、積荷の重心の高さが脱線した本件貨車のロール振動の発生を

助長させた可能性があると考えられる。 

 

3.2.4 本件貨車の静止輪重の状況 

  2.3.3.3(5)に記述したように、空車状態での後台車の静止輪重比は第１軸が   

０.９６、第２軸が０.９５であったことから、空車状態の本件貨車の輪重に、脱線
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に関与するような異常はなかったものと考えられる。 

  また、積載時の後台車の静止輪重比は第１軸が１.００、第２軸が０.９８であっ

たことから、積載時の本件貨車の輪重に、脱線に関与するような異常はなかったも

のと考えられる。 

 

３.３ 事故現場付近の軌道に関する分析 

 2.3.2.4 に記述したように、軌間変位、高低変位、通り変位及び５ｍ平面性変位は

いずれも整備基準値内であり、また、2.3.2.5 に記述したように列車動揺についても

整備値内であることから、脱線に直接影響するような軌道変位はなかったものと考え

られる。 

 一方、貨物列車が運行する区間において管理することとされている複合変位につい

ては、事故現場付近において整備すべき対象の変

位量及び箇所数に該当するものはなかった。ただ

し、２９ｋ０３７.５０ｍに１箇所であるが第Ⅲ

種複合変位の整備対象となる変位量である２５mm

を超える２９.８mm の変位があり、さらに、レー

ル上の痕跡の始点付近から手前２０ｍの範囲内

に１６.０～１７.８mmの第Ⅰ種複合変位の整備対

象となる変位量に近い変位があった。 

 また、2.8.3.5(2)に記述したように、通り変位

（復元波形）のみを入力した場合には車輪の上昇

が見られなかったのに対し、高低変位（復元波

形）のみを入力した場合には車輪が約３mm上昇したことから、事故現場付近の軌道変

位については、高低変位（復元波形）の左右差である水準変位の方が車体のロール振

動に対する影響は支配的であった可能性があると考えられる。 

 事故現場付近の水準変位の波長については、図６（付図１０（その２）の水準変位

の抜粋）に示すように１０.２５ｍ～１３.００ｍであり、3.1.2 に記述したように本

件貨車は事故現場付近を約５９㎞/hで走行していたと考えられることから、周波数に

換算すると１.６０（波長１０.２５ｍ）～１.２６（波長１３.００ｍ）Hzとなる。こ

の周波数は 2.8.3.6(1)に記述した事故時の積載条件である条件④の車体のロール振動

の固有振動数（１.５９Hz）に近い値である。 

 これらのことから、事故現場付近の複合変位については、整備対象に近い連続した

比較的大きな変位量であったこと、走行速度に対して車体のロール振動を大きくする

波長成分を含んでいたことが誘因となり、車体のロール振動及び輪重の変動が繰り返

し発生することを助長させた可能性があると考えられる。 

 

図６ 事故現場付近の

水準変位の波長 
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３.４ 走行速度に関する分析 

 2.3.2.2(2)に記述したように、事故現場付近は半径３００ｍの曲線区間であること、

及び 3.1.2 に記述したように、本件貨車は速度約５９㎞/h で事故現場付近を走行して

いたと考えられることから、本件列車は、2.6.2 に記述した半径３００ｍの曲線の制

限速度である６０㎞/h以内で事故現場を通過したものと推定される。 

 なお、2.3.2.2(2)に記述した本件曲線のカント（１００mm）及び半径（３００ｍ）

から求まる均衡速度*28は５９.８km/h であり、本件列車は、事故現場付近を均衡速度

に近い速度で走行していたため、遠心力に伴う左右の車輪間での輪重差は少なかった

ものと推定される。 

 

３.５ 脱線に関する分析 

3.5.1 貨車のロール振動 

  2.8.2(5)に記述したように、まくらばねの変位の左右差と輪重の左右差の変動に

高い相関があることから、まくらばねの変位が輪重を変動させる主要な要因である

と考えられる。さらに、2.8.3.4 に記述したようにダンパ長が常に変動しているこ

とから、車体が常にロール振動していたと考えられる。 

  3.2.1 に記述したように、本件貨車は、車体のロール振動によりまくらばねダン

パが“空車特性”と“積車特性”に交互に切り替わる状態で本件曲線を走行してい

たと考えられ、また、2.8.3.4 に記述したように、まくらばねダンパは“空車特性”

の領域で変動している時間割合が大きいことから、車体のロール振動が収束しにく

い状態であった可能性があると考えられる。 

  また、2.8.3.5(1)に記述したように、まくらばねダンパを“積車特性”に固定し

た場合は、レール上の痕跡の始点付近での外軌側輪重は、減衰特性を固定していな

い 2.8.3.4 の数値シミュレーションによる事故の再現の場合より増加し、外軌側車

輪の上昇量が減少した。 

  これらのことから、本件貨車は本件曲線を走行中、まくらばねダンパの減衰が小

さい“空車特性”である時間割合が多く、車体のロール振動が大きくなるとともに、

外軌側車輪の輪重変動も大きくなったことが、脱線に大きく関与した可能性がある

と考えられる。 

  さらに、2.8.3.5(5)に記述したように、数値シミュレーション結果においても、

コキ１０６形式はコキ１０４形式と比較して車体のロール振動に起因する輪重変動

が大きいことから、コキ１０６形式では本事故時のように積荷がコンテナの積載荷

                         
*28

 「均衡速度」とは、曲線上を車両が走行する際、車両に作用する超過遠心加速度（軌道面に平行な平面内の

左右方向の定常加速度）が０となるときの走行速度をいい、カント、曲線半径及び軌間から求められる。 
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重に比べ軽量でかつ積荷の重心の高さが比較的高い状態において脱線に対する余裕

度が小さい可能性があると考えられる。これはコキ１０６形式とコキ１０４形式に

おける懸架装置の仕様の違いによるものと考えられる。 

 

3.5.2 軌道変位の関与 

  軌道変位が整備基準値内であったにもかかわらず脱線が発生したことについては、

以下によるものと考えられる。 

(1) 2.8.3.5(2)に記述したように、通り変位（復元波形）のみを入力した場合

には車輪の上昇が見られなかったのに対し、高低変位（復元波形）のみを入

力した場合には車輪が約３mm 上昇したことから、通り変位よりも高低変位

（復元波形）の左右差である水準変位の方が車輪の乗り上がりに関与したと

考えられる。しかしながら、これは、事故発生時の軌道を模擬した通り変位

と高低変位の両方の成分が含まれている 2.8.3.4 の数値シミュレーションに

よる本事故の再現結果である約１１mmと比較すると小さな値である。このこ

とから、車輪の乗り上がりには、通り変位と水準変位の両方の変位が逆位相

で含まれる複合変位が関与していた可能性があると考えられる。 

(2) 2.8.3.5(3)に記述したように、１波長手前から軌道変位（復元波形）を入

力した場合には車輪が約１０mm上昇しており、これは 2.8.3.4 の数値シミュ

レーションによる本事故の再現の約１１mmに近い値である。このことから、

車体のロール振動の共振を生じやすい波長成分の複合変位が１波長分でも存

在すれば、輪重変動が生じ、車輪の乗り上がりに至る可能性があると考えら

れる。 

 

３.６ 泉沢駅のプラットホームの損傷に関する分析 

 泉沢駅の第１ホームの線路側の端部が損傷していたことについては、2.4.2(1)に記

述したように、本件貨車左側にある後方の３箇所の緊締装置が変形し、白く汚れてい

たことから、本件貨車の緊締装置が接触したことによるものと考えられる。 

 本件貨車左側にある緊締装置が第１ホームに接触したことについては、2.4.1(2)に

記述したように、第１ホーム五稜郭駅方端部の左右のレールのそれぞれ左側のまくら

ぎ上に、車輪によるものと見られる痕跡があることから、本件列車の後台車が左に脱

線したまま泉沢駅第１ホームの前を通過したことによるものと考えられる。 

 また、2.4.2(5)に記述したコンテナ４及び５の脚部の線状の擦過痕は、第１ホーム

のコンクリート板を緊締装置が損傷させた際に露出した鋼棒によるものと考えられる。 
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３.７ 本件列車の非常制動に関する分析 

 2.1.1 に記述したように、本件列車が走行中に非常ブレーキが掛かり停止したこと

については、本件貨車と１０両目貨車の連結部にあるブレーキ管ホースの連結器が外

れたことによるものと考えられる。 

 本件貨車と後続の１０両目貨車を接続するブレーキ管ホースの連結器が外れたこと

については、2.1.2、2.3.3.3(6)及び 2.4.1(4)に記述したように、本件貨車の後台車

は脱線したまま１６号分岐器を走行し、後台車のうちの１軸がリードレールに沿って

左に大きく変位することにより、左車輪はまくらぎ端部よりも左側を進行し、同車輪

のフランジは道床バラストに沈み、車体を左に傾けながら走行したことになり、ブレ

ーキ管ホースの連結器が１６号分岐器のポイント部のレール等と接触した衝撃で外れ

たものと考えられる。 

 なお、ブレーキ管ホースの連結器が白く汚れていたのは、本件貨車の後台車が脱線

したまま走行したため、粉じん等が付着した可能性が考えられる。また、本件貨車の

後台車付近のＭＲ管が破断したことについては、2.3.3.3(6)に記述したように、本件

列車においては出発時から全ての貨車のＭＲ管は連結されていなかったことから、本

件列車に非常ブレーキが掛かったことについて、ＭＲ管が破断したことの関与はなか

ったものと認められる。 

 

３.８ 気象に関する分析 

 ２.７に記述したように、事故直近で最も降水量が多かった日は、事故２日前の９日

の４６.５mm である。事故当日を含む１１日間の平均の降水量は約９.５mm であり、

同期間の平年の降水量である約６.２mmの約１.５倍となっているが、事故当日の降水

量は５.０mm であった。 

 また、事故発生当時の事故現場付近の天気は曇りで、事故発生当時の降水量は

０.０mm であった。 

 2.3.1(6)に記述したように、本件列車が通過する前の１時間に５本の列車が事故現

場付近を走行しており、事故直近の列車をはじめ各列車の運転士から線路の異常につ

いて報告されていないこと、及び 2.3.2.4 に記述したように、事故後の軌道計測の測

定値が整備基準値内であったことから、事故当日を含む１１日間は平年の降水量より

も降雨が多かったものの、脱線に関与するような気象状況ではなかったものと考えら

れる。 

 

３.９ 脱線事故発生後の安全性に関する分析 

 2.1.1 に記述した運転士Ａ及び運転士Ｂの口述によれば、本事故では、運転士が脱

線したことを認識できずに脱線状態のまま走行を続けた。また、３.６に記述したよ
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うに、泉沢駅のプラットホームを損傷させた後も脱線状態のまま走行を続けた。 

 こうした事態は、貨物列車における貨車の脱線事故においてこれまでも複数回発生

しており、事故による被害を拡大させる可能性があると考えられるため、今後、研究

機関等において、運転士が列車における脱線の発生を早期に認識できる装置の研究開

発を進め、早期に実用化されることが望まれる。 

 

３.１０ 貨物列車の走行安全性の向上に関する分析 

 本事故は、運転状況、車両及び軌道の状況が省令に基づいて定められたＪＲ貨物及

びＪＲ北海道の基準等に則った状態の中で、本件貨車の懸架装置の仕様、積荷の状態、

事故現場付近の軌道の状態が、それぞれ脱線に対する余裕度を低下させた状況となり、

これらが重畳したことにより発生した可能性があると考えられる。このため、脱線に

対する余裕度を低下させないための対策について、貨車の使用実態を踏まえ、関係者

が協力しつつ、それぞれの要因について相互に関連させながら、貨物列車の走行安全

性の向上などに関して総合的に検討を行うことが必要と考えられる。 

 本件貨車については、3.5.1 に記述したように、まくらばねダンパの減衰特性が脱

線に対する余裕度を低下させていた可能性があると考えられる。すなわち、

2.8.3.5(3)、3.5.1 及び３.３に記述したように、現状の減衰特性では車体のロール振

動に対する減衰比が小さくなる場合があり、走行速度に対して車体のロール振動の共

振が生じやすい波長成分の複合変位が１波長分でも存在すると、車体のロール振動の

減衰比が小さい場合には脱線に対する余裕度を大きく低下させる可能性があると考え

られる。 

 2.3.3.1 に記述したように、ＪＲ貨物では新形式の貨車を新製する際には、空車状

態と最大積車状態で設計や走行試験を行っていたが、今後は、ＪＲ貨物では新形式の

貨車を設計する場合に、空車状態、最大積車状態だけでなく、中間荷重状態も想定し

た、ばねやゴムのばね定数、まくらばねダンパの減衰比など懸架装置の特性について

も考慮することが必要である。また、現在運用されている貨車については、使用実態

を踏まえて、まくらばねダンパの特性切替長を変更するなどの改良の検討や、使用さ

れる貨車に応じた積載方法等の検討が必要である。 

 さらに、２.９に記述したように、ＪＲ貨物において偏積に関する検討が行われて

いるが、3.2.3 に記述したように積荷の重心が車体のロール振動を助長させる方向に

関与している可能性があると考えられることから、引き続き、適切な積付けの徹底を

するとともに、積載する貨車の特性によっては、ロール振動の減衰を著しく低下させ

ないような積載方法についても検討していくことが必要であると考えられる。 

 2.8.3.5(2)、3.5.2(1)に記述したように、通り変位と水準変位の両方の変位が車体

のロール振動に関与している可能性があること、３.３に記述したように車体のロー
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ル振動及び輪重の変動には複合変位が関与していることから、車体のロール振動を抑

止するために、水準変位及び通り変位から求められる複合変位を管理していくことが

重要であると考えられる。現状の複合変位の管理手法は、昭和５０年代の国鉄で導入

され、導入当時に頻発していた貨車の乗り上がり脱線を激減させ、近年まで同種の事

故が発生しなかったことから、一定の効果があると考えられる。 

 しかしながら、本件曲線において、複合変位が整備すべき対象となる変位量及び箇

所数に該当していなかったにもかかわらず、本事故が発生した。よって、複合変位に

関して、 

(1) 本事故においては、事故現場付近の連続した比較的大きな複合変位が、車体

のロール振動を助長させた可能性があると考えられること、 

(2) 複合変位の導入に当たり検討対象とされた車種は、導入当時に走行していた

２軸貨車等であり、現行の貨車の特徴を十分に反映していないこと、 

(3) 江差線における三回の脱線事故をはじめ、近年のＪＲ貨物の脱線事故では、

コキ１０６形式以降の比較的新しい貨車の脱線が見られること 

から、今後、関係者及び研究機関において、現存する貨車や列車の運行形態に対応す

る、より効果的な軌道変位の管理に関する検討を進める必要がある。 

 

 

４ 結 論 
 

４.１ 分析の要約 

 本事故における分析結果をまとめると、次のとおりである。 

(1) 脱線地点 

    本件列車が本件曲線を通過した際に、本件貨車の車輪がレール上の痕跡の始  

点である２９ｋ０２９ｍ付近で左レールに乗り上がり、２９ｋ０３２ｍ付近で

脱線し、そのまま泉沢駅構内まで走行したものと考えられる。(3.1.1)*29 

(2) コキ１０６形式の懸架装置の状況 

①  本件貨車のコキ１０６形式は、積載量によって変化するダンパ長によって

ダンパの減衰特性が、“空車特性”と“積車特性”に切り替わる構造になっ

ており、積載量が比較的軽量の状態では、減衰が小さい“空車特性”になる

と考えられる。(3.2.1) 

②  コキ１０６形式では積荷が比較的軽量（１４.６ｔ～１８.３ｔ）な場合、

コキ１０６形式への構造変更前の形式の貨車（本件列車に連結されていたコ

                         
*29 本項の各文章末尾に記載した数字は、当該記述に関する「３ 分析」の主な項目番号を示す。 
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キ１０４形式など）に比べて減衰が小さく車体のロール振動が収束しにくい

と考えられる。(3.2.1) 

③  事故時の本件貨車の積載量は比較的軽量であり、静止時のまくらばねダン

パは静止時にはロール振動が収束しにくい“空車特性”の状態であり、走行

時には車体のロール振動により“空車特性”と“積車特性”が交互に切り替

わっていたと考えられる。(3.2.1) 

(3) 事故前の本件貨車の状況 

    本件貨車には脱線に関与するような異常はなかったものと考えられる。

(3.2.2) 

(4) 貨車の積荷の状況 

    本件貨車の積荷の重心の高さは、コンテナの中心部付近の比較的高い位置に

あったと考えられ、積荷の重心の高さが本件貨車のロール振動の発生を助長さ

せた可能性があると考えられる。(3.2.3) 

(5) 事故現場付近の軌道 

    事故現場付近の軌間、水準、高低、通り、平面性の軌道変位はそれぞれ整備

基準値内であり、脱線に直接影響するような状態ではなかったと考えられる。

複合変位については整備すべき対象となる変位量及び箇所数に該当していなか

ったが、第Ⅰ種及び第Ⅲ種の複合変位の整備対象に近い連続した比較的大きな

変位量があったこと、及び走行速度に対して車体のロール振動の共振が生じや

すい波長成分を含んでいたことが誘因となり、車体のロール振動及び輪重の変

動が繰り返し発生することを助長させた可能性があると考えられる。(３.３) 

(6) 走行速度 

    本件列車は、事故現場付近を制限速度である６０km/h 以下の約５９km/h で

通過したものと推定される。(３.４) 

(7) 貨車のロール振動 

    本件貨車は本件曲線を走行中、まくらばねダンパの減衰が小さい“空車特性”

である時間割合が多く、車体のロール振動が大きくなるとともに、外軌側車輪

の輪重変動が大きくなったことが、車輪の乗り上がりに大きく関与した可能性

があると考えられる。 

    本件貨車のコキ１０６形式は、コキ１０４形式と比較して車体のロール振動

に起因する輪重変動が大きいことから、コキ１０６形式では本事故時のように

積荷が比較的軽量でかつ積荷の重心が高い状態において脱線に対する余裕度が

小さい可能性があると考えられる。これはコキ１０６形式とコキ１０４形式に

おける懸架装置の仕様の違いによるものと考えられる。(3.5.1) 
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(8) 軌道変位の関与 

① 複合変位の脱線発生への関与 

     通り変位と水準変位の両方の変位が逆位相で含まれる複合変位が関与した

可能性があると考えられる。(3.5.2) 

② 複合変位の周期性 

     貨車の車体ロール振動の共振を生じやすい波長成分の複合変位が１波長分

でも存在すれば、ロール振動が発生して輪重変動が生じ、車輪の乗り上がり

に至る可能性があると考えられる。(3.5.2) 

 

４.２ 原因 

 本事故は、列車が半径３００ｍの右曲線を通過した際に、事故現場付近においてコ

キ１０６形式の貨車後台車第１軸の外軌側の輪重が減少し、外軌に乗り上がったこと

により脱線したものと考えられる。 

 外軌側の輪重が減少したことについては、事故現場付近において貨車に発生したと

考えられる大きなロール振動によるものと考えられる。 

 貨車に大きなロール振動が発生したことについては、運転状況、車両及び軌道の状

況は、省令に基づいて定められたＪＲ貨物及びＪＲ北海道の基準等に則った状態であ

ったが、 

(1) コキ１０６形式の懸架装置の仕様は、積荷が比較的軽量であった場合、コキ

１０４形式と比較して減衰が小さくなり、車体のロール振動が収束しにくいも

のであったこと、 

(2) 積荷が比較的軽量であり、重心が高い状態であったこと、 

(3) 事故現場付近における複合変位は、整備対象に近い比較的大きな変位量であ

ったこと、走行速度に対して車体のロール振動の共振が生じやすい波長成分を

含んでいたことが、車体のロール振動の発生を助長させた可能性があること 

から、これらの要因が重畳したことによるものと考えられる。 

 

 

５ 再発防止策 
 

５.１ 必要と考えられる再発防止策 

 本事故は、貨車の懸架装置の仕様、積荷の状態、事故現場付近の軌道の状態が、そ

れぞれ脱線に対する余裕度を低下させた状況となり、これらが重畳したことにより発

生した可能性があると考えられる。このため、脱線に対する余裕度を低下させないた

めの対策について、関係者が連携して、下記の点を踏まえ総合的に検討する必要があ
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る。 

(1) 貨車の懸架装置の仕様により、中間荷重状態においてまくらばねダンパが、

空車状態に対応する減衰が小さい特性となり、走行中の貨車に大きなロール振

動が発生したことが脱線の発生に大きく関与した可能性が考えられることから、

ＪＲ貨物は、懸架装置が適正な減衰領域で使用されること、及び積荷の積載量

にかかわらず適正な減衰が得られる懸架装置を設備することについて検討する

こと。 

(2) 本事故は、積荷の重心が高かったことも要因の一つである可能性が考えられ

ることから、ＪＲ貨物は貨物利用運送事業者等と連携して、当面の間、必要に

応じて使用される貨車の特性を加味した積載方法を検討すること。 

(3) 本事故は、事故現場付近の複合変位に、整備対象に近い比較的大きな変位量

があったこと、及び走行速度に対して車体のロール振動の共振が発生しやすい

波長成分を含んでいたことが要因の一つであったことから、貨車や列車の運行

形態に対応する、より効果的な軌道変位の管理方法について検討すること。 

 なお、これらの検討に当たっては、鉄道事業者、車両メーカー、貨物利用運送事業

者、荷主及び研究機関等の関係団体における連携と、国土交通省の適切な対応が必要

と考えられる。 

 

５.２ 本事故後にＪＲ北海道が講じた措置 

 ＪＲ北海道は、本事故後、平成２４年９月１６日までに、釜谷駅～泉沢駅間におけ

る本件曲線を含む２８ｋ７６４ｍ～２９ｋ１９０ｍの内軌側軌間内に、脱線防止ガー

ドを設置した。 

 また、ＪＲ北海道では、2.8.2 に記述した走行試験の結果を受けて、ＪＲ貨物と協

議の上、平成２７年３月３１日までに、泉沢駅～札苅駅間における平成２６年６

月２２日の列車脱線事故の発生現場を含む３２ｋ６６３ｍ～３３ｋ２７５ｍの区間に

おいて、軌道整備と脱線防止ガードを設置する対策を講じた。 

 このほかに、平成２６年６月２２日の列車脱線事故を受けて、江差線の線路メンテ

ナンスの軽減及び偏積などによる貨物列車脱線の可能性低減のために、本件曲線を含

む半径４００ｍ以下の２４の曲線について、設定カントを最大８０mmに低減する工事

を、平成２８年度までに実施することとした。この工事により本件曲線のカント

は１００mmから８０mm になった。 

 

５.３ 本事故後にＪＲ貨物が講じた措置 

 ＪＲ貨物は、2.8.2 に記述した走行試験の結果等を踏まえ、まくらばねダンパの特

性の見直しについて検討を開始した。  
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付図１ 江差線路線図 

江差線 五稜郭駅～江差駅間 ７９.９㎞（単線） 

 

 

 

付図２ 事故現場付近の地形図 
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付図３ 事故現場～泉沢駅略図 
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付図４ 事故現場略図 
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付図５ 貨車からの落失物位置略図 
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付図６ 泉沢駅構内損傷箇所略図 
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付図７ 本件貨車の積荷の状況と車体の損傷状況 

 

 

  



 

 

- 55 -

付図８ 本件貨車の後台車の損傷状況 
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付図９ 本件貨車後台車の車輪の損傷状況 
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付図１０ 事故現場付近の軌道変位の状況（その１） 
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付図１０ 事故現場付近の軌道変位の状況（その２） 
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付図１１ 走行試験の概要 
（１）走行区間 

 
（２）試験編成 

 
（３）デッドウエイトの状況 

 

 

 

 
（４）台車部の仮設状況（コキ１０６形式） 

 
 

付図１２ 静止時のダンパ長（測定値） 

 

Ａ部 

廃
車
輪 

３.５ｔ積載時 １.１ｔ積載時 
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付図１３ 走行試験（本件曲線）の結果 

（その１、３.５ｔ積載時） 
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Ｂ部 
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付図１３ 走行試験（本件曲線）の結果 

（その２、１.１ｔ積載時） 
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付図１４ 数値シミュレーションの概要 
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付図１５ 数値シミュレーションモデル 

（その１、コキ１０６形式の車体・台車） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自由度、拘束） 

・全ての剛体は、並進と回転の全６自由度をもつとする。 

・ただし、車体のねじれ及びつなぎばりのねじれによって連結される剛体は、当該のね

じれ以外の自由度を拘束される。 

・さらに、コンテナと積荷は上述のように車体各部に拘束される。 

・車体は前後方向に一定速度で移動する相対座標系に固定されている。 

（車体） 

・車体は、走行方向の軸のまわりのねじれを考慮するために前後に２分割した剛体とす

る。 

（台車） 

・台車枠は、剛体である側ばり２本をつなぎばりで連結したものとする。 

・つなぎばりは、まくらぎ方向を軸とするねじり曲げ剛性を考慮したものとする。 

・輪軸は全４本の剛体を配置する。 

（コンテナ） 

・車体に積載されるコンテナは、曲げ剛性を車体に付与しないこととする。 

・５つのコンテナと積荷は、各コンテナの中央位置で車体床面と固定される。 

・ただし、中央（３番目）のコンテナとその積荷は、車体の前後２分割に合わせて前後

に分割されたものとし、それぞれの分割されたコンテナの中央で車体と連結する。 

（積荷） 

・積荷はコンテナの床面に固定された剛体とする。 

正面 

側面 

台車上面 
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数値シミュレーションモデルの自由度 

 
 

数値シミュレーションモデルの主要パラメータ 
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付図１５ 数値シミュレーションモデル 

（その２、積荷） 
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付図１５ 数値シミュレーションモデル 

（その３、まくらばねダンパの減衰特性） 

 

 

付図１６ 事故現場の曲線諸元 
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付図１７ 数値シミュレーションによる走行試験の再

現波形と測定波形との照合 

（数値シミュレーションの妥当性の確認） 
 

 
  

→ ←波長：約１２.８ｍ 

Ｂ部

Ｃ部 

Ａ部 
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付図１８ 数値シミュレーションによる本事故の再現に入

力した軌道状態 

（事故直前に測定した軌道変位の復元波形） 
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付図１９ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果

（その１、全区間表示） 

 

Ａ部 
→ ←波長：約１２.８ｍ 
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付図１９ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果

（その２、拡大表示） 
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付図２０ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果

（カントを１０mm 増加させた場合） 
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付図２１ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果

（まくらばねダンパの減衰特性を“積車特性”に固定した場合） 
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付図２２ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果

（軌道変位に通り変位のみ入力した場合） 
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付図２３ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果

（軌道変位に高低変位のみ入力した場合） 
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付図２４ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果

（レール上の痕跡の始点の１波長手前からのみ軌道変位が

あったとした場合）（その１） 
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付図２４ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果

（レール上の痕跡の始点の１波長手前からのみ軌道変位が

あったとした場合）（その２、入力した変位量） 

    

  

「付図１０ 事故現場付近の軌道変位の状況」の左レールの複合変位を例にすると、レ

ール上の痕跡の始点から約１波長手前からのみ軌道変位を入力し、それより手前の軌道変

位を０にしたものが５段目の複合変位（左）の波形である（変位量は絶対値である）。 
複合変位は通り変位と高低変位（復元波形）の左右差（水準変位）から求められること

から、軌道変位１波長分のみ変位を入力するに当たり、複合変位の元となる通り変位及び

高低変位の左右レールそれぞれの波形（１段目から４段目の波形）を入力した。 
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付図２５ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果

（パレットを８段積載した場合） 
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付図２６ 数値シミュレーションによる本事故の再現結果

（車両形式をコキ１０４形式とした場合） 
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付図２７ 貨車のロール運動に関する半車両モデルの概念図 

 
  

（自由度） 
・自由度は、車体と台車枠の、左右と上下の並進及びロールに限定する。 

（車体） 
・車体は半分の長さとする。 
・走行方向の軸のまわりのねじれは考慮しない。一つの剛体とする。 

（台車） 
・台車は一つとする。 

・台車枠とつなぎばりは剛体とする。 

・輪軸は自由度をもたず、輪軸のロールを入力する。 

（コンテナ、積荷） 

・コンテナ２.５個分とその積荷を考慮する。 

・積荷は本件貨車の１両分を合計して単純に半分にする。 

・積荷の形状は幅２.１ｍの荷物を積み上げた直方体のものを想定する。 
（まくらばねダンパ） 
・線形の減衰特性とする。（非線形、切替え特性をもたない） 

（入出力） 
・輪軸に与えるロール角度を入力とする。 
・車体のロール角度を出力とする。 
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付図２８ コキ１０６形式の積載条件ごとのロール振動の

応答倍率 

 

 

本事故発生時の車体のロール振動は、

卓越周波数が約１.３Hzと考えられ、 

応答倍率は約２.５倍となる。 
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付図２９ 積荷の重量と重心高さが車体のロール振動に及ぼす影響（コキ１０６形式） 

  

特性切替長の変更により応答倍率の高い領域を避けられる可能性 

・本図は、コキ１０６形式

の積荷条件毎の相対的な

応答倍率を表示したも

の。（床面積ほぼいっぱい

に平積み、積み上げを想

定して慣性モーメントを

計算） 

・付図２８の応答倍率(車体

のロール振動角度)につい

て積載条件を様々に変化

させた最大値を表示した

もので、軌道状態、走行

速度によって必ずしも最

大応答倍率をとるわけで

はなく、一般的にはそれ

より低くなる。 

・コキ１０６形式において

避けた方が良い積荷の積

み方が分かる。 
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参考図１ 脱線の要因の推定
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参考図２ 複合変位について 
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